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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基体表面に少なくとも１層の耐光性、抗菌性及び、難燃性を制御する機能から選択され
る少なくとも１つの機能を有する機能性層を有し、少なくとも前記機能性層の最表面の表
面抵抗値が、１．０×１０8～１．０×１０13Ω／□の範囲であり、かつ、前記基体の前
記機能性層の設けられた側の面は、ポリカーボネート樹脂および／またはポリアリレート
樹脂を含有する成型加工用シートにおける前記機能性層の表面に電子写真法によってトナ
ー画像を形成する画像形成工程と、
　前記成型加工用シートに前記トナー画像を覆う保護層を設ける保護層形成工程と、
　前記保護層の設けられた成型加工用シートをシート成型法により加工する加工工程と、
　を有する成型加工品の製造方法。
【請求項２】
　前記加工工程は、前記成型加工用シートに凹部を形成する工程であり、前記凹部を、充
填物で埋める充填工程をさらに有する請求項１に記載の成型加工品の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、成型加工用シート及びその製造方法、画像形成方法、成型加工品の製造方法
並びに成型加工品に関し、特に、立体ダミー物の製造に好適に用いられる成型加工用シー
ト及びその製造方法、画像形成方法、成型加工品の製造方法並びに成型加工品に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、画像形成技術の発達に伴って、凹版印刷、凸版印刷、平版印刷、グラビヤ印刷及
びスクリーン印刷などの様々な印刷法により、同一品質の画像を、大量かつ安価に形成す
る手段が知られている。そして、このような印刷法は、画像表示物（壁紙、広告表示板、
時計表示板、工業製品などのスイッチ類、自動販売機のダミー缶など）の表面印刷にも多
く用いられている。
【０００３】
　しかしながら、例えば上記スクリーン印刷は、印刷しようとする画像の数に応じた印刷
版が多数必要であり、カラー印刷の場合には、さらにその色の数だけ印刷版が必要となっ
て、コストが割高になる。さらに場合によっては、作製した版を洗浄して保管しておかな
くてはならず、保管場所も広いスペースを確保しておかなくてはならない。また、少しの
デザイン変更があっても版を新たに作り、交換する必要があるなど、これら印刷方法は、
少量多品種生産などのような対応には不向きである。
【０００４】
　これに対して、電子写真方式による画像形成（印刷）は、像担持体表面を一様に帯電さ
せ、画像信号に応じて露光し、露光部分と非露光部分との電位差による静電潜像を形成さ
せ、その後、前記帯電と反対（あるいは同一）の極性を持つトナーと呼ばれる色粉（画像
形成材料）を静電現像させることにより、前記像担持体表面に可視画像（トナー画像）を
形成させる方法で行われる。カラー画像の場合は、この工程を複数回繰り返すこと、ある
いは画像形成器を複数並配置することによりカラーの可視画像を形成し、これらを画像記
録体に転写、定着（固定化：主に熱による色粉の溶融と冷却による固化）することにより
カラー画像を得る方法で行われる。
【０００５】
　上述のように、電子写真方式では、電子データさえあれば、同じ画像を何度でも形成で
きるだけでなく、デザイン変更や異なる画像に対しても容易に対応でき画像形成すること
が可能である。また、像担持体表面のトナー画像は、ほぼ完全に画像記録体表面に転移さ
せることができ、像担持体表面にわずかに残存するトナー画像も、樹脂ブレードやブラシ
等により容易に除去することができるため、多品種少量生産に向けた印刷物を容易に作製
することが可能である。
【０００６】
　また、上記トナーは、通常、熱溶融性樹脂及び顔料、並びに場合によっては帯電制御剤
などの添加剤を溶融混合し、この混練物を粉砕、微粒子化して形成される。さらに、前記
電子写真方式における静電潜像は、上記微粒子化されたトナーに比べてかなり高い解像度
を持っており、前記スクリーン印刷やインクリボンの熱転写方式の解像度と比べても十分
な解像度が期待できる。
【０００７】
　カラー画像についても、カラートナーとしてシアン、マゼンタ、イエロー、ブラックの
四原色を用い、これらを混合することにより、理論的に印刷と同様の色を再現できる。ま
た、上記カラートナーでは、トナー樹脂と顔料とを比較的自由に配合できるため、トナー
による画像隠蔽性を増加させることは容易である。
【０００８】
　屋外での使用を想定した耐熱性、及び耐光性については、これまでほとんど検討されて
いないが、特に運転免許証等を車中の直射日光に当たる場所に置いておくと、色材として
染料を用いている熱転写型の画像は退色してしまう。しかし、電子写真方式によるカラー
画像の出力では、前記カラートナー中に、シアン、マゼンタ、イエロー、ブラックの各々
の色に対応した耐光性に優れた顔料が使用されており、電子写真方式における画像記録体
の耐光性は十分優れているものと考えられる。同様に、耐熱性のトナーを選択すれば、画
像記録体の耐熱性も、屋外で使用できる程度になるものと考えられる。
【０００９】
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　一方、現在もっとも多く使用されている各種ダミー缶などの基材（コア）はポリカーボ
ネートシートであり、その理由は印刷特性に優れ、成型加工適性（凹凸処理）にも優れて
いるためである。しかしながら、このポリカーボネートシートをそのまま電子写真に適応
させると、シート表面が絶縁物のため、画像形成材料であるトナーが充分に転写できず、
画質不良となってしまう。
【００１０】
　また、絶縁物のために静電気が発生し易く、トナー画像を飛び散らかせて画質欠陥にさ
せたり、ごみを吸着させたり、シート間摩擦係数が大きすぎ、シート間で密着するためシ
ート搬送性が悪く、電子写真装置内でシートが重送してしまう問題がある。
　また、成型加工で用いられるような前記の比較的低温で軟化する樹脂シートを電子写真
装置に使用して印字しようとすると、定着工程において、定着温度がフィルムの軟化温度
より高いため粘着性が発現し、定着装置に巻き付きジャムが発生する問題がある。さらに
、画像形成材料が定着装置にオフセットしたりする場合がある。
【００１１】
　したがって、この仕様ではフィルムが単なる絶縁体なので、フィルム表面への画像形成
材料の転写不良などが起こり、熱転写方式などと同等な解像度を得ることはできない。
　従来、シート成型法に用いられるプラスチックシートとしては、例えば、硬質又は軟質
ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）シート、ポリプロピレン（ＰＰ）シート、ポリスチレン（ＰＳ
）シート、ＡＢＳシート、ポリカーボネート（ＰＣ）シートなどがある。
　これらの中でも、透明性に優れ、安価な硬質ＰＶＣシートが汎用されてきたが、最近で
は塩素原子を含まず、無毒性、透明性、表面光沢性などに優れた非結晶状態のポリエチレ
ンテレフタレート（Ａ－ＰＥＴ）シートが熱成型用シートとして注目されている。Ａ―Ｐ
ＥＴシートは、シート押出し加工時に冷却ロールにて強制的に急速冷却して非結晶にして
高透明性シートにしたものである。Ａ―ＰＥＴシートは、熱成型に優れ透明で、美しい容
器が作れるが、成型時にシート温度が１００℃付近から結晶化が進み、同時に白色化して
くる難点を持ち、現在これら欠点を改善すべく、Ａ－ＰＥＴシートの多層化の提案がされ
ている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、上記従来技術の問題点を解決することを目的とし、従来の電子写真装置を大
きく改造することなくそのまま使用して、比較的低温で軟化する成型加工用シート表面へ
の高解像度の直接画像印字が可能であり、かつ、屋外使用においても十分な耐熱性、耐光
性を有する高品質の画像を視認性よく形成することのできる安価な成型加工用シート及び
その製造方法を提供することを目的とする。さらに本発明は、成型加工用シートへの画像
形成方法、成型加工用シートを用いた成型加工品の製造方法並びに成型加工品を提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、基体表面に設けられた機能性層の最表面の表面抵抗値
を制御し、基体表面の材料を選択することで前記目的を達成することができることを見出
した。また、画像を形成した面と反対側の面から前記基体を通して画像を目視した際に、
当該画像が正転画像（通常イメージ）として見えるように、鏡像画像を形成する方法につ
いても検討した。
【００１４】
　さらに、上記基体を介して画像を形成した面とは反対側の面に、各種機能を有する機能
性層を形成することで、シート表面への各種加工を可能にした。加えて、機能性層にフィ
ラーを含むことで、フィルム間摩擦係数を低下させ搬送性を向上させることができ、また
、紫外線吸収剤や酸化防止剤を添加することで耐光性も改善される。環境対策としては、
基材を非塩素系樹脂で構成し、これに対応した印字方法として画像定着方法について考慮
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した。
【００１５】
　即ち、本発明は、
　＜１＞　基体表面に少なくとも１層の機能性層を有する成型加工用シートであって、少
なくとも前記機能性層の最表面の表面抵抗値が、１．０×１０8～１．０×１０13Ω／□
の範囲であり、かつ、前記基体の前記機能性層の設けられた側の面は、ポリカーボネート
樹脂および／またはポリアリレート樹脂を含有する成型加工用シートである。
【００１６】
　＜２＞　前記基体は少なくとも２層からなり、前記基体の少なくとも１層は、エチレン
グリコール、テレフタル酸及び１，４－シクロヘキサンジメタノール成分を少なくとも共
重合させたポリエステル樹脂を含む＜１＞に記載の成型加工用シートである。
【００１７】
　＜３＞　前記機能性層は、少なくとも樹脂とフィラーとを含有する画像受像層である＜
１＞に記載の成型加工用シートである。
【００１８】
　＜４＞　前記樹脂は、ポリエステル樹脂である＜３＞に記載の成型加工用シートである
。
【００１９】
　＜５＞　前記機能性層は、帯電制御剤、抗菌剤、紫外線吸収剤及び酸化防止剤から選択
される少なくとも一種を含有する＜１＞に記載の成型加工用シートである。
【００２０】
　＜６＞　前記基体は透明である＜１＞に記載の成型加工用シートである。
【００２１】
　＜７＞　前記基体は、非塩素系樹脂により構成される＜１＞に記載の成型加工用シート
である。
【００２２】
　＜８＞　前記基体の、前記画像受像層が設けられた面とは反対側の面には、光沢性、耐
光性、抗菌性、難燃性、離型性及び帯電性を制御する機能から選択される少なくとも１つ
の機能を有する機能性層が設けられた＜３＞に記載の成型加工用シートである。
【００２３】
　＜９＞　前記機能性層の表面に、電子写真法によってトナー画像が形成された＜１＞に
記載の成型加工用シートである。
【００２４】
　＜１０＞　前記トナー画像は、鏡像で形成された＜９＞に記載の成型加工用シートであ
る。
【００２５】
　＜１１＞　前記トナー画像を保護するための保護層がさらに設けられた＜９＞に記載の
成型加工用シートである。
【００２６】
　＜１２＞　前記保護層は、白色である＜１１＞に記載の成型加工用シートである。
【００２７】
　＜１３＞　基体表面に少なくとも１層の機能性層を有し、少なくとも前記機能性層の最
表面の表面抵抗値が、１．０×１０8～１．０×１０13Ω／□の範囲であり、かつ、前記
基体の前記機能性層の設けられた側の面は、ポリカーボネート樹脂および／またはポリア
リレート樹脂を含有する成型加工用シートの製造方法であって、前記基体表面に、前記機
能性層を塗工液を用いて形成するにあたり、前記塗工液に使用される溶媒がポリカーボネ
ート樹脂および／またはポリアリレート樹脂に対して良溶媒であり、前記基体表面を溶解
させながら前記機能性層を形成させる成型加工用シートの製造方法である。
【００２８】
　＜１４＞　基体表面に少なくとも１層の機能性層を有し、少なくとも前記機能性層の最
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表面の表面抵抗値が、１．０×１０8～１．０×１０13Ω／□の範囲であり、かつ、前記
基体の前記機能性層の設けられた側の面は、ポリカーボネート樹脂および／またはポリア
リレート樹脂を含有する成型加工用シートにおける前記機能性層の表面に、電子写真法に
よってトナー画像を形成する画像形成方法である。
【００２９】
　＜１５＞　基体表面に少なくとも１層の耐光性、抗菌性及び、難燃性を制御する機能か
ら選択される少なくとも１つの機能を有する機能性層を有し、少なくとも前記機能性層の
最表面の表面抵抗値が、１．０×１０8～１．０×１０13Ω／□の範囲であり、かつ、前
記基体の前記機能性層の設けられた側の面は、ポリカーボネート樹脂および／またはポリ
アリレート樹脂を含有する成型加工用シートにおける前記機能性層の表面に電子写真法に
よってトナー画像を形成する画像形成工程と、前記成型加工用シートに前記トナー画像を
覆う保護層を設ける保護層形成工程と、前記保護層の設けられた成型加工用シートをシー
ト成型法により加工する加工工程と、を有する成型加工品の製造方法である。
【００３０】
　＜１６＞　前記トナー画像は、絵柄、模様、文字及びこれら組み合わせである＜１５＞
に記載の成型加工品の製造方法である。
【００３２】
　＜１８＞　前記加工工程は、前記成型加工用シートに凹部を形成する工程であり、前記
凹部を、充填物で埋める充填工程をさらに有する＜１５＞に記載の成型加工品の製造方法
である。
【００３３】
　＜１９＞　基体表面に少なくとも１層の機能性層を有し、少なくとも前記機能性層の最
表面の表面抵抗値が、１．０×１０8～１．０×１０13Ω／□の範囲であり、かつ、前記
基体の前記機能性層の設けられた側の面は、ポリカーボネート樹脂および／またはポリア
リレート樹脂を含有し、前記機能性層の表面に電子写真法によって形成されたトナー画像
を有する成型加工用シートと、前記トナー画像を覆う保護層と、を有してなる成型加工品
である。
【００３４】
　＜２０＞　加工された前記成型加工用シートの凹部を、充填物で埋めた＜１９＞に記載
の成型加工品である。
【発明の効果】
【００３５】
　本発明によれば、従来の電子写真装置を大きく改造することなくそのまま使用して、比
較的低温で軟化する成型加工用シート表面への高解像度の直接画像印字が可能であり、か
つ、屋外使用においても十分な耐熱性、耐光性を有する高品質の画像を視認性よく形成す
ることのできる安価な成型加工用シート及びその製造方法を提供することができる。さら
に本発明は、成型加工用シートへの画像形成方法、成型加工用シートを用いた成型加工品
の製造方法並びに成型加工品を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３６】
　以下、本発明の成型加工用シート及びその製造方法、画像形成方法、成型加工品の製造
方法並びに成型加工品について詳細に説明する。
＜成型加工用シート＞
　本発明の成型加工用シートは、基体表面に少なくとも１層の機能性層を有し、少なくと
も前記機能性層の最表面の表面抵抗値が、１．０×１０8～１．０×１０13Ω／□の範囲
であり、かつ、前記基体の前記機能性層の設けられた側の面は、ポリカーボネート樹脂お
よび／またはポリアリレート樹脂を含有するものである。
【００３７】
　本発明の成型加工用シートは、基体の機能性層の設けられた側の面がポリカーボネート
樹脂および／またはポリアリレート樹脂を含有するものであれば特に限定されない。また
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、基体全体あるいは基体の表面全体がポリカーボネート樹脂および／またはポリアリレー
ト樹脂からなることが好ましい。
【００３８】
　基体の機能性層の設けられた側の面がポリカーボネート樹脂および／またはポリアリレ
ート樹脂を含むことにより、本発明の成型加工用シートは、その作製に際して基体表面に
塗工液を塗布して機能性層を形成する場合に、塗工液中に含まれる樹脂等と基体表面にお
けるポリカーボネート樹脂および／またはポリアリレート樹脂とを相溶させることができ
る。従って、基体表面と、この基体表面に接して設けられた機能性層とが強固に接着し、
剥離を防止することができる。また、仮に剥離したとしても、界面部分できれいに剥離す
ることができない。
【００３９】
　また、ポリカーボネート樹脂およびポリアリレート樹脂は塗工液との相溶性に優れるの
みならず、基材として用いることができる樹脂の中でも入手が容易で材料コストが安く、
既存の装置を利用して成型加工用シートやこれを用いた成型加工品等の製造が容易である
というメリットがある。
【００４０】
　ポリカーボネートはビスフェノール類と炭酸とから得られる重縮合物であり、ポリアリ
レートはビスフェノールと芳香族ジカルボン酸との重縮合により得られるポリエステルで
ある。ポリアリレートは主鎖中に剛直な芳香族環を高密度に含むのでポリカーボネートよ
り耐熱性が一般的に高い。
【００４１】
　前記ビスフェノール類としては、ビスフェノールＡ（２，２－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）プロパン）、ビスフェノールＣ（４，４’－（１－メチルエチリデン）ビス（２
－メチルフェノール））、ビスフェノールＡＰ（４，４’－（１－フェニルエチリデン）
ビスフェノール）、ビスフェノールＺ（４，４’－シクロヘキシリデンビスフェノール）
、４，４’－シクロヘキシリデンビス（３－メチルフェノール）、５，５’－（１－メチ
ルエチリデン）（１，１’－ビフェニル）－２－オール、（１，１’－ビフェニル）－４
，４’－ジオール、３，３’－ジメチル（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジオール
、４，４’－（１，４－フェニレンビス（１－メチルエチリデン））ビスフェノール）、
４，４’－（１，４－フェニレンビス（１－メチルエチリデン）ビス（２－メチルフェノ
ール））、４，４’－（１，３－フェニレンビス（１－メチルエチリデン）ビス（２－メ
チルフェノール））、ビスフェノールＳ（４，４’－ビス（ジヒドロキシジフェニルスル
ホン）等が挙げられるが、ビスフェノールＡのものが良く用いられている。また、これら
は単独で使用しても良いし、２種以上混合して使用しても良い。
【００４２】
　芳香族ジカルボン酸の例としては、テレフタル酸、イソフタル酸、シュウ酸、マロン酸
、コハク酸、アジピン酸、イタコン酸、アゼライン酸、セバシン酸、アイコ酸二酸、ナフ
タレンジカルボン酸、ジフェン酸、ドデカン二酸、シクロヘキサンジカルボン酸等が挙げ
られる。これら原料は必ずしも１種類で用いる必要はなく、２種以上共重合しても良い。
このなかで好ましい例としては、テレフタル酸成分および／またはイソフタル酸成分との
混合物を用いると、得られるポリアリレートの溶融加工性及び総合的性能面で好ましい。
かかる混合物のとき、その混合比は任意に選ぶことが出きるが、テレフタル酸成分／イソ
フタル酸成分＝９／１～１／９（モル比）が好ましく、特に溶融加工性及び性能のバラン
スの点で７／３～３／７（モル比）、更には１／１（モル比）がより好ましい。
【００４３】
　次に、上記に説明した本発明の成型加工用シートについて以下に説明する。
　本発明の成型加工用シートは、基体表面に設けられた機能性層の最表面の表面抵抗値が
、１．０×１０8～１．０×１０13Ω／□の範囲であることが必要であり、１．０×１０9

～１．０×１０11Ω／□の範囲であることが好ましい。
【００４４】
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　上記表面抵抗値が１．０×１０8Ω／□に満たないと、特に、高温高湿時に画像記録体
として使用される成型加工用シートの抵抗値が低くなりすぎ、例えば転写部材からの転写
トナーが乱れる場合があり、また、表面抵抗値が１．０×１０13Ω／□を超えると、画像
記録体として使用される成型加工用シートの抵抗値が高くなりすぎ、例えば転写部材から
のトナーをフィルム表面に移行できず、転写不良による画像欠陥が発生する場合がある。
　また、同様の理由により機能性層が基体の片面のみに設けられる場合には、基体の機能
性層が設けられない側の基体表面の表面抵抗値が１．０×１０8～１．０×１０13Ω／□
の範囲であることが好ましく、１．０×１０9～１．０×１０11Ω／□の範囲であること
が好ましい。
【００４５】
　なお、上記表面抵抗値は、２３℃、５５％ＲＨの環境下で、円形電極（例えば、三菱油
化（株）製ハイレスターＩＰの「ＨＲプローブ」）を用い、ＪＩＳ　Ｋ６９１１に従って
測定することができる。
　また、成型加工用シートにおいて、片面のみが上記範囲の表面抵抗値を有する場合には
、当該面は画像が形成される側の面であることが好ましい。
【００４６】
　基体表面に設けられた機能性層の最表面や基体表面の表面抵抗値を１．０×１０8～１
．０×１０13Ω／□の範囲内に制御するにあたっては、機能性層中に帯電制御剤として高
分子導電剤、界面活性剤や導電性金属酸化物粒子等を添加したり、基体となるフィルム製
造時に、界面活性剤、高分子導電剤や導電性微粒子などを樹脂中に添加したり、上記フィ
ルム表面に界面活性剤を塗工したり、金属薄膜を蒸着したり、あるいは接着剤などに界面
活性剤などを適量添加したりすることで調整することができる。
【００４７】
　用いることのできる界面活性剤としては、例えば、ポリアミン類、アンモニウム塩類、
スルホニウム塩類、ホスホニウム塩類、ベタイン系両性塩類などのカチオン系界面活性剤
、アルキルホスフェートなどのアニオン系界面活性剤、脂肪酸エステルなどのノニオン系
界面活性剤が挙げられる。これらの界面活性剤の中でも、昨今の電子写真用の負帯電型ト
ナーと相互作用の大きいカチオン系界面活性剤が、転写性の向上に有効となる。
【００４８】
　カチオン系界面活性剤の中でも、４級アンモニウム塩類が好ましい。４級アンモニウム
塩類としては下記の一般式（Ｉ）で代表される化合物が好ましい。
【００４９】
【化１】

【００５０】
　式中、Ｒ1は炭素数６～２２までのアルキル基、アルケニル基、アルキニル基を表し、
Ｒ2は炭素数１～６までのアルキル基、アルケニル基、アルキニル基を表す。Ｒ3，Ｒ4，
Ｒ5は同一でも異なってもよく、脂肪族基、芳香族基、ヘテロ環基を表す。脂肪族基とは
、直鎖、分岐または環状のアルキル基、アルケニル基、アルキニル基をいう。芳香族基と
は、ベンゼン単環、縮合多環のアリール基を表す。これらの基は水酸基のような置換基を
有してもよい。Ａはアミド結合、エーテル結合、エステル結合、フェニル基を表すが、こ
れは無くてもよい。Ｘ-は、ハロゲン元素、硫酸イオン、硝酸イオンを表し、これらのイ
オンは置換基を有しても良い。
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【００５１】
　本発明の成型加工用シートの構成は、基体表面に少なくとも１層の機能性層を有するも
のであれば特に限定されない。以下に、本発明の成型加工用シートを、図面を用いて詳細
に説明する。但し、本発明の成型加工用シートの構成は以下に図示する構成のみに限定さ
れるものではない。
【００５２】
　図１は本発明の成型加工用シートの一例を示す概略斜視図である。図１に示す本発明の
成型加工用シートは、基体１０と、基体１０表面に設けられた機能性層２０と、から構成
される。また、必要に応じて基体１０の機能性層２０が形成されていない側の面に、画像
受像層をさらに有する構造としてもよい。
【００５３】
　なお、図１において、機能性層２０は、層構造を有するもの（塗工層）として表示され
ているが、この形状に限定されるものではなく、基体１０の表面を機械的処理することで
、直接基体１０表面に機能性層２０を設けてもよい。但し、本発明においては機能性層２
０が、基体１０表面を機械的処理することにより形成される場合には、他の機能性層が基
体１０表面に別途設けられる。
【００５４】
　本発明の成型加工用シートは、例えば透明性を有する基体１０の表面に、画像を形成し
た面と反対側の面から基体１０を通して画像を目視した際に、当該画像が正転画像（通常
イメージ）として見えるように、反転画像（鏡像）を形成し、さらに、該反転画像が形成
されていない側の面に、機能性層２０を設ける構造を有する。つまり、図１に示すように
、画像は矢印Ｂ側から形成され、矢印Ａが示す面に光沢制御手段（機能性層２０）が設け
られる。かかる成型加工用シートによれば、基体において、画像が形成される面と、光沢
制御手段が設けられる面とが異なるため、形成された画像品質に悪影響を与えることなく
、同時に各種機能を制御することができる。
【００５５】
　本発明の成型加工用シートに使用可能な基体１０は、透明であることが望ましい。ここ
で、透明性とは、例えば、可視光領域の光をある程度、透過する性質をいい、本発明にお
いては、少なくとも形成された画像が、画像が形成された面と反対側の面から基体１０を
通して目視できる程度に透明であればよい。
【００５６】
　基体１０としては、本発明の成型加工用シートのように、基体１０の表面がポリカーボ
ネート樹脂および／またはポリアリレート樹脂を含む場合において、基体１０が２層以上
の層からなる構成を有するような場合には、ポリカーボネートシートおよび／またはポリ
アリレートシートと、以下に示すようなプラスチックフィルムとから構成されてもよい。
【００５７】
　このようなプラスチックシートとしては、例えば、ＯＨＰフィルムとして使用できるよ
うな光透過性のあるフィルムである、ポリエステルフィルム、ポリアセテートフィルム、
三酢酸セルローズフィルム、ナイロンフィルム、ポリエステルフィルム、ポリサルホンフ
ィルム、ポリスチレンフィルム、ポリフェニレンサルファイドフィルム、ポリフェニレン
エーテルフィルム、シクロオレフィンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリイミドフ
ィルム、セロハン、ＡＢＳ（アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン）樹脂フィルムな
どを用いることができる。
【００５８】
　また、ポリエステルフィルムの中では、特に、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）
のエチレングリコール成分の半分前後を１，４－シクロヘキサンメタノール成分に置き換
えたＰＥＴ－Ｇと呼ばれるものや、前記ＰＥＴにポリカーボネートを混ぜアロイ化させた
もの、さらに二軸延伸しないＰＥＴで、Ａ－ＰＥＴと呼ばれる非晶質系ポリエステル等が
好適に用いられる。
【００５９】
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　上記に列挙したようなプラスチックフィルム材料は、塩素を含まない基材としての使用
を考慮し、さらなる材料として、前記ポリスチレン系樹脂フィルム、ＡＢＳ樹脂フィルム
、ＡＳ（アクリロニトリル－スチレン）樹脂フィルム、またＰＥＴフィルムや、ポリエチ
レン、ポリプロピレンなどのポリオレフィン系樹脂フィルムに、ポリエステルやＥＶＡ等
のホットメルト系接着剤が付加されているフィルム等も好ましく用いることができる。
　基体１０が非塩素系樹脂により構成されることにより、成型加工用シート等の燃焼によ
るダイオキシンの発生を抑えることができる。
【００６０】
　本発明においては、基体は少なくとも２層からなり、前記基体の少なくとも１層は、エ
チレングリコール、テレフタル酸及び１，４－シクロヘキサンジメタノール成分を少なく
とも共重合させたポリエステル樹脂（ＰＥＴ－Ｇ）を含むことが好ましい。ＰＥＴ－Ｇは
それ自身がヒートシール性を持つために、画像を保持したフィルムとのラミネート後の接
着性に優れる。そのため、そのフィルムとコア基材シート間に画像を挿入したり、ホログ
ラム印刷物を挟むことで、画像の改ざんなどがしにくく、セキュリティーに優れたものが
出来る。
【００６１】
　また、ポリカーボネートフィルムおよび／またはポリアリレートフィルムと組み合わせ
て用いられる材料としては既述したプラスチックフィルム以外に、透明性を有する他の樹
脂や、透明性を有するセラミックが使用でき、また、これらに顔料や染料などが添加され
着色されていてもよい。また、基体１０は、フィルム状、板状であってもよいし、可とう
性を有しない程度、または、基体１０としての要求に必要な強度を有する程度に厚みを有
する形状であってもよい。
【００６２】
　機能性層２０は、光沢性、耐光性、抗菌性、難燃性、離型性、及び帯電性を制御する機
能から選択される少なくとも１つの機能を有するものであることが好ましい。具体的には
、基体１０の表面に対し、光沢性、耐光性、抗菌性、難燃性、離型性、導電性、さらに好
ましくは耐湿性、耐熱性、撥水性、耐磨耗性及び耐傷性などの様々な機能を付加および／
または向上させるために設けられる。これにより、機能性層２０を有する成型加工用シー
トは、様々な使用条件に対して耐性を有することができる。
　機能性層２０には、帯電制御剤、抗菌剤、紫外線吸収剤及び酸化防止剤から選択される
少なくとも一種を含有させることが好ましい。帯電制御剤は加工時の静電気などによる異
物の吸着防止（歩留まり確保）など、抗菌剤は得られた加工品を清潔に保つ、紫外線吸収
剤及び酸化防止剤は紫外線光線や大気中での色材劣化（退色）防止などの効果がある。
【００６３】
　以下、特に、光沢性の制御に対しての機能性層２０を例示して説明するが、本発明はこ
れに限定されるものではない。
　光沢性の制御は、基体１０の表面に形成された画像の「ギラツキ」を抑制し、どの角度
から見ても視認性が向上するように行われる。光沢性を制御する機能性層２０としては、
例えば、図１に示すように、基体１０の表面に設けられた光沢制御層から構成されてもよ
いし、基体１０の表面に、直接光沢性を制御する機械的処理を施すことで基体１０が光沢
制御機能を有するように設けられてもよい。
【００６４】
　上記基体１０の表面に、直接光沢性を制御する機械的処理を施す方法としては、機械的
手段を用いて、基体１０の表面に凹凸を形成する方法がある。基体１０の表面に深さ３～
３０μｍ程度の凹凸が形成されると、その基体の表面に光散乱が生じることになり、凹凸
のサイズ、粗さ、深さ等を変化させることで、所望の光沢性処理を行うことができる。前
記機械的手段としては、サンドブラスト法、エンボス法、プラズマエッチング法や、その
他の公知の機械的表面処理方法を使用することができる。
【００６５】
　サンドブラスト法は、有機樹脂、セラミック及び金属などの不定形、または定型粒子を
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砥粒として、材料表面に連続して叩き付けることにより、表面を粗面化する方法である。
エンボス法は、予め、凹凸を形成した型を作製し、これと材料とを接触させることにより
、型の凹凸を材料表面に転写する方法である。プラズマエッチング法は、プラズマ放電に
よる分子解離の結果、発生する励起分子、ラジカル、イオンなどを利用してエッチングす
る方法である。エッチングは、生成する励起種と材料との反応によって生成される揮発性
化合物の蒸発によって進行する。
【００６６】
　光沢性を制御する機能性層２０が光沢制御層として構成される場合、当該光沢制御層は
、ポリマーの相分離を利用することで形成することができる。これは、光沢制御層を形成
する樹脂の中に、これと相溶性のない樹脂を添加し、層形成後、乾燥中に相分離を発生さ
せ、それによって表面に凹凸を発生させる方法である。相溶性のない樹脂の種類、添加量
、乾燥条件などを制御することにより、相分離の状態を変化させることができ、これによ
り表面の凹凸が制御され、結果として、表面の光沢性を制御することができる。
【００６７】
　また、光沢性を制御する機能性層２０が光沢制御層として構成される場合、当該光沢制
御層は、少なくとも、結着剤とフィラーとから構成されてもよい。光沢制御層に含有する
結着剤としては樹脂を使用することができる。この樹脂としては、基体との親和性、材料
選択の多様性、安定性、コスト、作製工程の容易さなどから画像形成材料（トナー）で用
いられている熱溶融性樹脂で構成されていることが好ましい。光沢制御層の膜厚は皮膜形
成の安定性のために０．０１～２０μｍの範囲であることが好ましく、フィラーを安定的
に内包し、基体との接着性を確保するために０．１～５μｍの範囲であることがより好ま
しい。
【００６８】
　光沢性、耐光性、抗菌性、難燃性、離型性及び帯電性を制御する機能から選択される少
なくとも１つの機能を有する機能性層や後述する画像受像層としての機能性層等に用いる
熱溶融性樹脂は、画像形成材料として用いられてものであれば、特に制限なく利用できる
が、例えば、スチレン、ビニルスチレン、クロロスチレン等のスチレン類；エチレン、プ
ロピレン、ブチレン、イソブチレン等のモノオレフィン類；酢酸ビニル、プロピオン酸ビ
ニル、安息香酸ビニル、酪酸ビニル等のビニルエステル類；アクリル酸メチル、アクリル
酸エチル、アクリル酸ブチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸オクチル、アクリル酸フ
ェニル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸
ドデシル等のα－不飽和脂肪酸モノカルボン酸のエステル類；ビニルメチルエーテル、ビ
ニルエチルエーテル、ビニルブチルエーテル等のビニルエーテル類；ビニルメチルケトン
、ビニルヘキシルケトン、ビニルイソプロペニルケトン等のビニルケトン類；イソプレン
、２－クロロブタジエン等のジエン系モノマー類；等のうちの１種又は２種以上を重合さ
せて得られる単独重合体あるいは共重合体を例示することができる。
　これらの中では、特にスチレン類、α－不飽和脂肪酸モノカルボン酸のエステル類等が
好ましく用いられる。
【００６９】
　さらに、本発明で使用し得る熱可塑性樹脂としては、ポリエステル、ポリウレタン樹脂
等を単独もしくは混合した形で用いることもできる。
　上記ポリエステルは、多価ヒドロキシ化合物と多塩基性カルボン酸またはその反応性酸
誘導体との反応によって製造することができる。ポリエステルを構成する多価ヒドロキシ
化合物としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレング
リコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、ネオペンチ
ルグリコール、１，４－ブタンジオール等のジオール類；水素添加ビスフェノールＡ、ポ
リオキシエチレン化ビスフェノールＡ、ポリオキシプロピレン化ビスフェノールＡ等のビ
スフェノールＡアルキレンオキサイド付加物；その他の２価アルコール、ビスフェノール
Ａ等の２価フェノール等が挙げられる。
【００７０】
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　また、前記多塩基性カルボン酸としては、例えば、マロン酸、コハク酸、アジピン酸、
セバシン酸、アルキルコハク酸、マレイン酸、フマル酸、メサコン酸、シトラコン酸、イ
タコン酸、グルタコン酸、シクロヘキサンジカルボン酸、フタル酸（イソフタル酸、テレ
フタル酸）、その他の２価カルボン酸、あるいはこれらの酸無水物、アルキルエステル、
酸ハライド等の反応性酸誘導体などがあげられる。これらの２価のヒドロキシ化合物及び
カルボン酸に加えて、得られる熱可塑性樹脂をテトラヒドロキシフラン不溶物が生じない
程度に非線形化するために、３価以上の多価ヒドロキシル化合物および／または３価以上
の多塩基性カルボン酸を加えることもできる。
【００７１】
　これらの中で特に望ましいのは、２価のカルボン酸としてフタル酸を用い多価ヒドロキ
シ化合物として、エチレングリコールとネオペンチルグリコールとを用い、所定の組成比
で重縮合させた線状飽和ポリエステル樹脂である。上記組成比としては、テレフタル酸と
イソフタル酸とをモル比で１：１程度、エチレングリコールとネオペンチルグリコールと
をモル比で７：３～１：９の範囲とし、２価のカルボン酸と多価ヒドロキシ化合物とを約
１：１で混合して重合させたものが望ましい。
【００７２】
　さらに、光沢制御層を構成する樹脂は、その被膜強度を上げるために、熱硬化性樹脂、
光硬化性樹脂、電子線硬化樹脂などの硬化性樹脂から構成されていてもよい。
　上記熱硬化性樹脂としては、加熱すると硬化（不溶化）する樹脂として通常知られてい
るものを適用できる。例えば、フェノール－ホルムアルデヒド樹脂、尿素－ホルムアルデ
ヒド樹脂、メラミン－ホルムアルデヒド樹脂、アクリルポリオールをイソシアネートで硬
化させた樹脂、ポリエステルポリオールをメラミンで硬化させた樹脂、及びアクリル酸を
メラミンで硬化させた樹脂等である。また熱硬化性樹脂の構成成分であるモノマーを組み
合わせて用いてもよい。
【００７３】
　その他に、熱可塑性樹脂でも架橋によって硬化し耐熱性を有する樹脂であれば、本発明
における熱硬化性樹脂として用いることができる。このような熱硬化性樹脂としては、例
えば、熱硬化性アクリル樹脂を使用することが好ましい。当該熱硬化性アクリル樹脂は、
少なくとも１種のアクリル系単量体、あるいはアクリル系単量体及びスチレン系単量体を
重合してなる共重合体を、メラミン系化合物、イソシアネート系化合物によって架橋させ
たものである。
【００７４】
　上記アクリル系単量体としては、例えば、メタクリル酸メチル、メタクリル酸ブチル、
メタクリル酸オクチル、メタクリル酸ステアリル等のメタクリル酸アルキルエステル類；
アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ブチル、アクリル酸オクチル等のア
クリル酸アルキルエステル類；アクリロニトリル；アクリルアミド、メタクリル酸ジメチ
ルアミノエチルエステル、メタクリル酸ジエチルアミノエチルエステル、アクリル酸ジメ
チルアミノエチルエステル、ジメチルアミノプロピルメタクリルアミド等のアミノ基含有
ビニルモノマー；等を使用することができ、またスチレン系単量体としては、スチレン、
α－メチルスチレン、ビニルトルエン、ｐ－エチルスチレン等を使用することができる。
【００７５】
　また、硬化が熱硬化に限られないが、硬化性シリコーン樹脂も好ましく用いることがで
きる。一般に、シリコーン樹脂は、その分子構造により、シリコーンオイルやシリコーン
ゴム等の材料となる直鎖状構造をとるシリコーン樹脂と、３次元に架橋した構造のシリコ
ーン樹脂とに分類される。また、離型性、接着性、耐熱性、絶縁性及び化学的安定性等の
諸性質は、シリコン原子に結合している分子（有機分子）やその重合度等によって決定さ
れる。本発明で使用可能な硬化性シリコーン樹脂は、前記３次元に架橋した構造のシリコ
ーン樹脂である。該３次元に架橋した構造のシリコーン樹脂は、通常、多官能性（３官能
性、４官能性）単位から重合され、架橋構造を持つ。
【００７６】
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　なお、前記直鎖状構造をとるシリコーン樹脂には、分子量が低く、シリコーンオイルと
して、絶縁油、液体カップリング、緩衝油、潤滑油、熱媒、撥水剤、表面処理剤、離型剤
、消泡剤等に利用されるものや、加硫剤等を添加後、加熱硬化によって、分子量（シロキ
サン単位）５０００～１００００程度に重合されたシリコーンゴム等があるが、前記硬化
性シリコーン樹脂としては適切でない。　　　
【００７７】
　前記硬化性シリコーン樹脂は、その分子量単位によって、有機溶媒に溶解可能で比較的
低分子量であるシリコーンワニスと、高重合度のシリコーン樹脂等とに分類される。また
、前記硬化性シリコーン樹脂は、生成段階における硬化反応によって、縮合型、付加型、
輻射線型（紫外線硬化型、電子線硬化型）等に分類される。また、塗布形態によっては、
溶剤型、無溶剤型等に分類される。
【００７８】
　上記硬化反応を支配する因子としては、反応基種類、反応基数、硬化時間、温度、照射
エネルギー等が挙げられる。また、当該硬化反応を制御する方法としては、例えば、単官
能性や２官能性のポリジメチルシロキサンや、反応抑制剤（アセチレンアルコール類、環
状メチルビニルシクロシロキサン、シロキサン変性アセチレンアルコール類等）等を添加
する方法や、触媒量、反応温度、反応時間、ＵＶ照射強度等を調整する方法等が挙げられ
る。このように硬化反応を制御することにより、硬化性シリコーン樹脂の分子量、反応基
としてのシラノール残存量等を調節することができるため、離型性、硬さ、接着性、表面
硬度、透明性、耐熱性、化学的安定性等を自由に制御することが可能となる。
【００７９】
　また、前記硬化性シリコーン樹脂を硬化させる段階では、基体１０と、該硬化性シリコ
ーン樹脂との間に強固な結合が形成される。したがって、基体１０の表面に形成される前
記光沢制御層は、基体１０に対して優れた接着強度を有するため、基体１０から剥離する
ことがない。
【００８０】
　前記光硬化性樹脂を用いた組成物としては、例えば、分子中にビニル基等の反応性二重
結合を有する化合物（低分子量物に限らず、高分子をも含む）と、光硬化に必要な開始剤
と、紫外線吸収剤などの下地（着色層、場合により基体層）保護材料と、さらに、必要に
よりシート保持性改良のための樹脂などの高分子量物と、を主成分とするものが挙げられ
る。
【００８１】
　前記電子線硬化性樹脂を用いた組成物としては、例えば、分子中にビニル基等の反応性
二重結合を有する化合物と、下地保護材料（紫外線吸収剤）と、必要により樹脂と、を主
成分とするものが挙げられる。
　上記分子中に反応性二重結合を有する化合物としては、（メタ）アクリロイル基を有す
る、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ベンジル（メ
タ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート、フェノキシジエチレング
リコール（メタ）アクリレートなどの１官能タイプや、１，６－ヘキサンジオールジ（メ
タ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ト
リメチルプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリ
レート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘ
キサ（メタ）アクリレート等の多官能タイプがある。また、ポリエステルアクリレート、
ポリウレタンアクリレート、ポリエポキシアクリレート、ポリエーテルアクリレート、オ
リゴアクリレート、ポリアルキドアクリレート、ポリオールアクリレートなどのオリゴマ
ー等もある。さらに、ビニル基やアリル基を有する、例えば、スチレンモノマー、α－メ
チルスチレン、ジビニルベンゼン、酢酸ビニル、ペンテン、ヘキセン、不飽和化合物等が
ある。
【００８２】
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　これらの化合物には、さらに、光沢制御層の密着性や下地保護材料との相溶性を改善の
ために、水酸基、アミノ基、カルボキシル基、カルボニル基、エポキシ基等の極性基を導
入されることがある。
【００８３】
　光硬化用重合開始剤は、特に、紫外線で硬化させる場合に添加される。この光硬化用重
合開始剤は通常光開始剤といわれるもので、例えば、ベンゾインアルキルエーテル系、ア
セトフェノン系、ベンゾフェノン系、チオキサントン系などの光開始剤が好適に用いられ
る。上記ベンゾインエーテル系としては、ベンジル、ベンゾイン、ベンゾインメチルエー
テル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテル等がある。アセトフェノ
ン系としては、２，２’－ジエトキシアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチルプロ
ピオフェノン、ｐ－ｔｅｒ－ブチルトリクロロアセトフェノン、２，４，６－トリメチル
ベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド等がある。ベンゾフェノン系としては、ベン
ゾフェノン、４－クロロベンゾフェノン、４，４’－ジクロロベンゾフェノン、３，３’
－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン、ジベンゾスベレノン等がある。チオキサント
ン系としては、チオキサントン、２－クロロチオキサントン、２－メチルチオキサントン
、２－イソプロピルチオキサントン、２－エチルアントラキノン等がある。
【００８４】
　上記光開始剤は、前記反応性二重結合を有する化合物１００質量部に対して、０．０５
～１０質量部、好ましくは０．１～５質量部の範囲で添加される。また、光開始剤は１種
に限らず、２種以上を併用してもよい。
【００８５】
　前記下地保護用、特に耐光性の材料としては、市販されている紫外線吸収剤等を用いる
ことができる。添加する材料は、組成物中での分散安定性が良好で、かつ、光の照射で変
性しないものより選ばれる。例えば、有機系の材料ではフェニルサリシレート、ｐ－ｔｅ
ｒｔ－ブチルフェニルサリシレート、ｐ－オクチルフェニルサリシレート等のサリチル酸
系；２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノ
ン、２－ヒドロキシ－４－オクチルオキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－ドデシ
ルオキシベンゾフェノン等のベンゾフェノン系；２－（２’－ヒドロキシ－５’－メチル
フェニル）２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－５’－ｔｅｒｔ－ブチ
ルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔｅｒｔ－ブチル－
５’－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール等のベンゾトリアゾール系；２
－エチルヘキシル－２－シアノ－３，３’－ジフェニルアクリレート、エチル－２－シア
ノ－３，３’－ジフェニルアクリレート等のシアノアクリレート系；等の材料が挙げられ
る。
　また、無機系の材料としては酸化亜鉛、酸化チタンの酸化物微粒子、その他、酸化鉄、
酸化セリウムなどの金属酸化物微粒子が挙げられる。
【００８６】
　上記紫外線吸収剤としては、特に前記有機系材料が好ましく、前記反応性二重結合を有
する化合物１００質量部に対して、０．０１～４０質量部、好ましくは０．１～２５質量
部の範囲で添加される。また、紫外線吸収剤は、下地保護を良好にするために１種に限ら
ず、２種以上を併用することが好ましい。
　また、場合によってはヒンダードアミン系光安定剤や酸化防止剤を添加することも好ま
しい。
【００８７】
　前記下地保護用の別の耐光性材料としては、市販されている酸化防止剤等を用いること
ができる。添加する材料は、紫外線吸収剤同様組成物中での分散安定性が良好で、かつ、
光の照射で変性しないものより選ばれる。例えば、リン酸系、イオウ系、フェノール系、
ヒンダードアミン系酸化防止剤などが挙げられる。
【００８８】
　リン酸系酸化防止剤としての具体例としてはトリメチルホスファイト、トルエチルホス
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ファイト、トリ－ｎ－ブチルホスファイト、トリオクチルホスファイト、トリデシルホス
ファイト、トリステアリルホスファイト、トリオレイルホスファイト、トリストリデシル
ホスファイト、トリセチルホスファイト、ジラウリルハイドロジエンホスファイト、ジフ
ェニルモノデシルホスファイト、ジフェニルモノ（トリデシル）ホスファイト、テトラフ
ェニルジプロピレングリコールジホスファイト、４，４’－ブチリデン－ビス〔３－メチ
ル－６－ｔ－（ブチル）フェニル－ジ－トリデシル〕ホスファイト、ジステアリルペンタ
エリスリトールジホスファイト、ジトリデシルペンタエリスリトールジホスファイト、ビ
スノニルフェニルペンタエリスリトールジホスファイト、ジフェニルオクチルホスファイ
ト、テトラ（トリデシル）－４，４’－イソプロピリデンジフェニルジホスファイト、ト
リス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、ジ（２，４－ジ－ｔ－ブチルフ
ェニル）ペンタエリスリトールジホスファイトなどの亜リン酸エステル化合物などがある
。
【００８９】
　リン酸系酸化防止剤の３価の有機リン化合物としては、公知のものが総て使用でき、例
えば特公昭５１－４０５８９号、同－２５０６４号、同５０－３５０９７号、同４９－２
０９２８号、同４８－２２３３０号、同５１－３５１９３号各公報等に記載されるものも
使用できる。
【００９０】
　イオウ系酸化防止剤としては、例えば、以下のような化合物が挙げられる。３，３’－
チオジプロピオン酸－ジ－ｎ－ドデシル、３，３’－チオジプロピオン酸－ジ－ミリスチ
ル、３，３’－チオジプロピオン酸－ジ－ｎ－オクタデシル、２－メルカプトベンゾイミ
ダゾール、ペンタエリスリトール－テトラキス－（β－ラウリル、ウリルチオプロピオネ
ート）、ジトリデシル－３，３’－チオジプロピオネート、３，３’－チオジプロピオン
酸ジメチル、チオグリコール酸オクタデシル、フェノチアジン、β，β’－チオジプロピ
オン酸、チオグリコール酸－ｎ－ブチル、チオグリコール酸エチル、チオグリコール酸－
２－エチルヘキシル、チオグリコール酸イソオクチル、チオグリコール酸－ｎ－オクチル
、ジ－ｔ－ドデシル－ジサルファイド、ｎ－ブチルサルファイド、ジ－ｎ－アミルジサル
ファイド、ｎ－ドデシルサルファイド、ｎ－オクタデシルサルファイド、ｐ－チオクレゾ
ールなどがある。
【００９１】
　フェノール系酸化防止剤としては、例えば、以下のような化合物が挙げられる。２，６
－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール（ＢＨＴ）、２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール、２
，４－ジ－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール、ブチルヒドロキシフェノール、２，２’
－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオビス（３－
メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、ビスフェノールＡ、ＤＬ－α－トコフェロール、
スチレン化フェノール、スチレン化クレゾール、３，５－ジ－ｔ－ブチルヒドロキシベン
ズアルデヒド、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシメチルフェノール、２，６－ジ
－ｓ－ブチルフェノール、２，４－ジ－ｔ－ブチルフェノール、３，５－ジ－ｔ－ブチル
フェノール、ｏ－ｎ－ブトキシフェノール、ｏ－ｔ－ブチルフェノール、ｍ－ｔ－ブチル
フェノール、ｐ－ｔ－ブチルフェノール、ｏ－イソブトキシフェノール、ｏ－ｎ－プロポ
キシフェノール、ｏ－クレゾール、４，６－ジ－ｔ－ブチル－３－メチルフェノール、２
，６－ジメチルフェノール、２，３，５，６－テトラメチルフェノール、３－（３’，５
’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオニック酸ステアリルエステル
、２，４，６－トリ－ｔ－ブチルフェノール、２，４，６－トリメチルフェノール、２，
４，６－トリス（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシベンジル）メシチレン
、１，６－ヘキサンジオール－ビス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフ
ェニル）プロピオネート］、２，２－チオ－ジエチレンビス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、２，２－チオビス（４－メチル－６
－ｔ－ブチルフェノール）、３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ベンジルフォス
フェートル、ｏ－ｎ－プロポキシフェノール、ｏ－クレゾール、４，６－ジ－ｔ－ブチル
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－３－メチルフェノール、２，６－ジメチルフェノール、２，２－チオ－ジエチレンビス
［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、３，５
－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ベンジルフォスフェート－ジエチルエステル、１，
３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシル
ベンジルベンゼン、ｎ－オクタデシル－３－（３’，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シフェニル）プロピオネート、２－ｔ－ブチル－６（３’－ｔ－ブチル－５’－メチル－
２－ヒドロキシベンジル）－４－メチルフェニルアクリレート、４，４’－ブチリデン－
ビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、ハイドロキノン、２，５－ジ－ｔ－ブ
チルハイドロキノン、テトラメチルハイドロキノンなどがある。
【００９２】
　ヒンダードアミン系酸化防止剤としては、例えば、以下のような化合物が挙げられる。
ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２
，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート、１－｛２－〔３－（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－４－ヒドロフェニル）プロピオニルオキシ〕エチル｝－４－（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ－２，２，６，６－テトラ
メチルピリジン、８－ベンジル－７，７，９，９－テトラメチル－３－オクチル－１，３
，８－トリアザスピロ〔４，５〕ウンデカン－２，４－ジオン、ベンゾイルオキシ－２，
２，６，６－テトラメチルピペリジン、２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジノ
ール、テトラキス（２，２，６，６－テト－テトラメチル－４－ピペリジル／デシル）－
１，２，３，４－ブタンテトラカルボキシレートなどがある。
【００９３】
　これらの酸化防止剤は、それぞれ単独で用いても、あるいは２種以上を混合して用いて
も良い。
【００９４】
　また、難燃性の制御は、制御面側から加えられる燃焼炎に対して耐性を示すように行わ
れる。難燃性材料としては、ハロゲン系、リン系、無機系難燃剤などの添加型難燃剤を用
いることが出来る。
【００９５】
　ハロゲン系難燃剤としては、テトラブロモビスフェノールＡ（ＴＢＡ）、ヘキサブロモ
ベンゼン、デカブロモジフェニルエーテル、テトラブロモエタン（ＴＢＥ）、テトラブロ
モブタン（ＴＢＢ）、ヘキサブロムシクロデカン（ＨＢＣＤ）などの臭素系、及び塩素化
パラフィン、塩素化ポリフェニル、塩化ジフェニル、パークロロペンタシクロデカン、塩
素化ナフタレンなどの塩素系が挙げられ、これらは、三酸化アンチモンなどと併用するこ
とにより、より効果を発揮する。
【００９６】
　リン系難燃剤としては、トリクレジルフォスフェート、トリ（β－クロロエチル）ホス
フェート、トリ（ジクロロプロピル）ホスフェート、トリ（ジブロモプロピル）ホスフェ
ート、２，３－ジブロモプロピル－２，３－クロロプロピルホスフェートなどを挙げるこ
とができる。
【００９７】
　無機系難燃剤としては、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウムリン酸エステルもし
くはハロゲン化リン酸エステルなど、水酸化ジルコニウム、塩基性炭酸マグネシウム、ド
ロマイト、ハイドロタルサイト、水酸化カルシウム、水酸化バリウム、酸化スズの水和物
、硼砂などの無機金属化合物の水和物、硼酸亜鉛、メタ硼酸亜鉛、メタ硼酸バリウム、炭
酸亜鉛、炭酸マグネシウム－カルシウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウム、酸化マグネシ
ウム、酸化モリブデン、酸化ジルコニウム、酸化スズ、赤リンなどが挙げられるが、中で
も、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化ジルコニウム、塩基性炭酸マグネ
シウム、ドロマイト、ハイドロタルサイトからなる群から選ばれた少なくとも１種の金属
化合物の水和物、特に、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウムは難燃効果が高く、経
済的にも有用である。
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【００９８】
　上記無機系難燃剤の好ましい粒径は、種類によって異なるが、例えば、水酸化アルミニ
ウム、水酸化マグネシウムにおいては、平均粒径が２０μｍ以下、好ましくは１０μｍ以
下が好ましい。
【００９９】
　これらの難燃剤はそれぞれ単独で用いても、あるいは２種以上を混合して用いてもよい
。
【０１００】
　難燃剤として、ハロゲン系やリン系難燃剤を選択した場合は、樹脂１００質量部に対し
て、これらの難燃剤総量が５～５０質量部の範囲で配合されることが好ましく、６～４０
質量部の範囲で配合されることがより好ましい。難燃剤の配合量が、５質量部未満では、
高度の難燃化が難しく、一方、５０質量部を越える量を配合しても難燃化は余り改良され
ず、不経済となるという問題を有する。
【０１０１】
　一方、難燃材料として、無機系難燃剤を選択した場合は、樹脂１００質量部に対して、
無機系難燃剤が３０～２００質量部の範囲で配合されることが望ましく、４０～１５０質
量部の範囲で配合されることがより好ましい。無機系難燃剤の配合量が３０質量部未満で
は、無機系難燃剤単独では十分な難燃化が難しいので、有機系難燃剤の併用が必要となる
。一方、２００質量部を越える量を配合した場合には、耐摩耗性が劣り、耐衝撃強度の低
下などの機械的強度の低下、可撓性がなくなり、かつ低温特性が劣る。
　無機系難燃剤は、燃焼したときにハロゲンガスなどの有害ガスの発生が無いという利点
を有するため、難燃剤として特に有用である。
【０１０２】
　前記シート保持性改良材としての高分子量物は、シートの取り扱い性（可撓性）改善や
シート表面のタック改善のために添加する反応性二重結合を持たないもので、二重結合を
有する化合物と相溶性の良好な材料が選定される。例えば、二重結合を有する化合物がウ
レタン骨格で（メタ）アクリロイル基を有するものであれば、メチルメタクリレートから
なるアクリル樹脂やポリエステル樹脂、ウレタン樹脂などを用いることができる。上記高
分子量物選択の目安としてはＳＰ（ソルビリティパラメータ）値があり、この値の近い材
料の組合せが好ましい。この高分子量物としては、上記のほかに、フッ素樹脂、シリコー
ン樹脂等が用いられる。
【０１０３】
　これらの高分子量物には、さらに、光沢制御層の基体との密着性や下地保護材料との相
溶性を改善するために、水酸基、アミノ基、カルボキシル基、カルボニル基、エポキシ基
などの極性基を、導入することがある。また、光沢制御層には必要に応じて過酸化物が添
加され得る。当該過酸化物としては通常の有機過酸化物が用いられ得るが、より好ましく
は常温での貯蔵安定性の面から、分解温度が１００℃以上の有機過酸化物である。
【０１０４】
　具体的には、例えば、２，２－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシ）ブタン、ｔｅｒｔ
－ブチルパーオキシベンゾエート、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシイソフタレート、メ
チルエチルケトンパーオキサイド、ジクミルパーオキサイド、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキ
シアセテート等が挙げられる。上記過酸化物の添加量は、前記（メタ）アクリロイル基を
有する低分子量物１００質量部に対して、０．５～５．０質量部の範囲であることが好ま
しい。また、過酸化物は１種に限らず、２種以上を併用してもよい。これらの過酸化物の
添加によって、光の照射で硬化しにくい部分をさらに熱硬化することができる。
【０１０５】
　また、光沢制御層を構成する結着剤としては、前記樹脂の代わりに水溶性の結着剤を使
用することもできる。該水溶性の結着剤としては、酸化澱粉、燐酸エステル化澱粉、カチ
オン化澱粉、自家変成澱粉及び各種変性澱粉、ポリエチレンオキサイド、ポリアクリルア
ミド、ポリアクリル酸ソーダ、アルギン酸ソーダ、ハイドロキシルエチルセルロース、メ
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チルセルロース、ポリビニルアルコールまたはその誘導体などの水溶性高分子が使用され
る。これら水溶性高分子は、目的に応じて数種類を混合して使用することが可能である。
【０１０６】
　光沢制御層には、さらに必要に応じて少量の顔料、染料等の着色剤や硬度を高めるため
の高硬度の微粒子材料が添加される。上記着色剤としては、塗料で用いられる顔料、染料
を使用し得る。該顔料としては、酸化チタン、酸化鉄、カーボンブラック、シアニン系顔
料、キナクリドン系顔料などがある。上記染料としては、アゾ系染料、アントラキノン系
染料、インジゴイド系染料、スチルベンゼン系染料などがある。また、アルミフレーク、
ニッケル粉、金粉、銀粉などの金属粉等を着色剤として用いてもよい。これらの材料はで
きるだけ微粒子のものが好ましい。また、硬度を高めるための材料としては、必要により
、微粒子（体積平均粒子径：２０ｎｍ以下）の酸化チタンやシリカ、ダイヤモンド等が用
いられる。これらの着色剤等を添加した場合は、前記光開始剤としては、着色剤の吸収の
少ない波長の光で開始反応を行うものを用いることが好ましい。
【０１０７】
　以下に、光沢制御層に関し、アクリル系を中心とした材料の組合せの例について示す。
その他の系についても同様に材料を組合わせることができる。
Ｉ：（ａ）重量平均分子量が２０，０００～１，０００，０００の範囲であり常温で固体
状のアクリル樹脂と、（ｂ）分子中に二重結合を有する低分子量物と、（ｃ）光開始剤と
を主成分とする光硬化性の光沢制御層。
ＩＩ：（ｄ）分子中に水酸基、アミノ基及びカルボキシル基からなる群から選ばれた少な
くとも１種の官能基を複数有し、重量平均分子量が２０，０００～１，０００，０００の
範囲であり常温で固体状のアクリル樹脂と、（ｂ）分子中に二重結合を有する低分子量物
と、（ｃ）光開始剤と、（ｅ）イソシアネート系架橋剤、メラミン系架橋剤及びエポキシ
系架橋剤からなる群から選択される少なくとも１種の架橋剤とを主成分とする光硬化性の
光沢制御層。
ＩＩＩ：（ｆ）分子中に反応性二重結合を複数有し、重量平均分子量が２０，０００～１
，０００，０００の範囲であり常温で固体状のアクリル樹脂と、（ｂ）分子中に二重結合
を有する低分子量物と、（ｃ）光開始剤とを主成分とする光硬化性の光沢制御層。
ＩＶ：（ｇ）分子中に水酸基、アミノ基及びカルボキシル基からなる群から選択される少
なくとも１種の官能基と反応性二重結合を複数有し、重量平均分子量が２０，０００～１
，０００，０００であり常温で固体状のアクリル樹脂と、（ｂ）分子中に二重結合を有す
る低分子量物と、（ｃ）光開始剤と、（ｅ）イソシアネート系架橋剤、メラミン系架橋剤
及びエポキシ系架橋剤からなる群から選択される少なくとも１種の架橋剤とを主成分とす
る光硬化性の光沢制御層。
【０１０８】
　なお、電子線硬化性の光沢制御層は、例えば、上述の光硬化性樹脂を用いた光沢制御層
の配合から光開始剤を除いたものが用いられる。
【０１０９】
　上記光沢制御層の配合中に示された（ａ）重量平均分子量が２０，０００～１，０００
，０００であり常温で固体状のアクリル樹脂は、例えば、メチル（メタ）アクリレート、
エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリル酸エス
テルと、スチレン誘導体モノマー等やマレイン酸系モノマーとを反応開始剤（各種過酸化
物や連鎖移動剤など）の存在下で共重合させて得ることができる。
【０１１０】
　上記光沢制御層の配合中に示された（ｄ）分子中に水酸基、アミノ基及びカルボキシル
基からなる群から選ばれた少なくとも１種の官能基を複数有し、重量平均分子量が２０，
０００～１，０００，０００であり常温で固体状のアクリル樹脂は、例えば、（メタ）ア
クリル酸等のカルボキシル基を有する（メタ）アクリル酸エステルモノマーと、２－ヒド
ロキシエチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等の水
酸基を有する（メタ）アクリル酸エステルモノマーと、２－アミノエチル（メタ）アクリ



(18) JP 4765279 B2 2011.9.7

10

20

30

40

50

レート、３－アミノプロピル（メタ）アクリレート等のアミノ基を有する（メタ）アクリ
ル酸エステルモノマー等のうち、少なくとも１種の官能基を有するモノマーと、その他の
（メタ）アクリル酸エステルやスチレン誘導体モノマーやマレイン酸系モノマー等とを反
応開始剤（各種過酸化物や連鎖移動剤など）の存在下で共重合させて得ることができる。
【０１１１】
　上記光沢制御層の配合中に示された（ｆ）分子中に反応性二重結合を複数有し、重量平
均分子量が２０，０００～１，０００，０００であり常温で固体状のアクリル樹脂、及び
（ｇ）分子中に水酸基、アミノ基及びカルボキシル基からなる群から選択される少なくと
も１種の官能基と反応性二重結合を複数有し、重量平均分子量が２０，０００～１，００
０，０００であり常温で固体状のアクリル樹脂は、例えば、（メタ）アクリル酸等のカル
ボキシル基を有する（メタ）アクリル酸と；２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート
、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等の水酸基を有する（メタ）アクリル酸エ
ステルモノマーと；２－アミノエチル（メタ）アクリレート、３－アミノプロピル（メタ
）アクリレート等のアミノ基を有する（メタ）アクリル酸エステルモノマーと；２－（１
－アジリジニル）エチル（メタ）アクリレート、２－（２－アジリジニル）ブチル（メタ
）アクリレート等アジリジニルを有する（メタ）アクリル酸エステルモノマーと；グリシ
ジル（メタ）アクリレート等のエポキシ基を有する（メタ）アクリル酸エステルモノマー
等のうち、少なくとも１種の官能基を有するモノマーと、その他の（メタ）アクリル酸エ
ステルやスチレン誘導体モノマーやマレイン酸系モノマー等とを反応開始剤（各種過酸化
物や連鎖移動剤など）の存在下で共重合させて得ることができる官能基を有するアクリル
系共重合体に、上記官能基を有するモノマーを付加することによって得ることができる。
【０１１２】
　これらのアクリル樹脂（ａ）、（ｄ）、（ｆ）、（ｇ）の重量平均分子量（Ｍｗ）は、
反応開始剤を用いて重合反応を行う際の条件により変化させることが可能である。本発明
に用いられるアクリル樹脂は、その重量平均分子量が２０，０００～１，０００，０００
の範囲のものが好ましく使用される。重量平均分子量が２０，０００を下回ると、ラミネ
ートフィルムの貼付作業時の延伸に対して十分な伸びが得られず、クラックが発生するお
それがある。重量平均分子量が１，０００，０００を上回ると、樹脂の溶剤への溶解がし
にくくなり、光硬化性樹脂組成物から光沢制御層を作製することが困難となる。例えば、
溶剤キャステイングによって光沢制御層を作成する場合には、溶剤粘度が高くなるので樹
脂を低濃度でしかキャステイングできず、そのため光沢制御層の膜厚を厚くすることが難
しくなる。
【０１１３】
　これらのアクリル樹脂は、光沢制御層硬化後の硬度と耐擦傷性との関係からＴｇ（ガラ
ス転移点）が－２０～１００℃の範囲のものが好ましい。しかし、余り高くない表面硬度
、例えば、鉛筆硬度法での硬度で２Ｂ以下（２３℃）の場合や、光沢制御層の伸びが殆ど
必要でない場合は、これら範囲外であっても適用可能である。アクリル樹脂は、前記の分
子量範囲であれば異なる種類のものを組み合わせて用いてもよい。上記アクリル樹脂（ｄ
）、（ｇ）は、水酸基、アミノ基及びカルボキシル基等の官能基を有するため、上記架橋
剤によって架橋され、そのことによりシートの可撓性を向上することができる。
【０１１４】
　上記アクリル樹脂（ｄ）、（ｇ）の官能基価｛ＯＨ基価とＮＨ2基価（ＮＨ2：重合時添
加するＮＨ2基の量をＯＨ価と同様の計算もしくは、ＮＨ2基を亜硝酸と反応させＯＨ基に
変えて定量したもの）とＣＯＯＨ基価（ＣＯＯＨ価：重合時添加するＣＯＯＨ基の量をＯ
Ｈ価と同様の計算もしくは、ＣＯＯＨ基をＫＯＨで滴定した値）｝の総和が２～５０の範
囲であるのものが好ましい。官能基価が２未満であると、光沢制御層の可撓性の向上が望
めない場合がある。また、官能基価が５０を超えると、充分な光沢制御層の伸びが得られ
ない場合がある。しかし、光沢制御層の伸びが殆ど必要でない場合や、光沢制御層の可撓
性が十分である場合は、これら範囲外であっても適用可能である。
【０１１５】
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　また、これらアクリル樹脂材料は、アクリル樹脂の反応性部分をブロックまたは、櫛形
にしたブロック共重合体として用いることもできる。この場合、これら反応性アクリル樹
脂材料とブロック化する材料としては、アクリル系はもちろんのこと、スチレン系、マレ
イン酸系、イミド系材料などのアクリルと相溶性のよい材料の他に、シリコーン系、フッ
素系材料など、ブロック化できる材料ならどれとの組合せでも構わないものである。この
場合、これらの材料の重量平均分子量を前記範囲内として用いる方法と、前述の反応性ア
クリル樹脂にこれらのブロック重合体をブレンドして用いる方法とがある。
【０１１６】
　上記光沢制御層の配合中に示された（ｂ）分子中に二重結合を有する低分子量物として
は、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ベンジル（メ
タ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート、フェノキシジエチレング
リコール（メタ）アクリレートなどの１官能タイプや、１，６－ヘキサンジオールジ（メ
タ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ト
リメチルプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリ
レート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘ
キサ（メタ）アクリレート等の多官能タイプなどが挙げられる。
【０１１７】
　また、ポリエステルアクリレート、ポリウレタンアクリレート、ポリエポキシアクリレ
ート、ポリエーテルアクリレート、オリゴアクリレート、ポリアルキドアクリレート、ポ
リオールアクリレート等のオリゴマー等もある。これらの低分子量物は、更に、水酸基、
アミノ基、カルボキシル基等の官能基を有してもよい。
【０１１８】
　上記（ｅ）のイソシアネート系架橋剤とは、分子内に２個以上のイソシアネート基を持
つイソシアネート化合物で、例えば、トリレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイ
ソシアネート、ナフタレンジイソシアネート、トリジンジイソシアネート、トリフェニル
メタントリイソシアネート、トリス（イソシアネートフェニル）チオフォスファイト、Ｐ
－フェニレンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、ビス（イソシアネートメ
チル）シクロヘキサン、ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイ
ソシアネート、リジンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロン
ジイソシアネート等の単量体又は、これら単量体のトリメチロールプロパン付加体、イソ
シアヌレート変性体、ビウレット変性体、カルボジイミド変性体、ウレタン変性体、アロ
ファネート変性体等を挙げることができる。
【０１１９】
　また、上記（ｅ）のメラミン系架橋剤とは、メラミンをはじめ尿素、チオ尿素、グアニ
ジン、グアナミン、アセトグアナミン、ベンゾグアナミン、ジシアンジアミド、グアナミ
ン等の多官能のアミノ基を有する材料とホルムアルデヒドを反応させたトリメチロールメ
ラミン、ヘキサメチロールメラミン、ジメチロール尿素ジメチロールグアニジン、ジメチ
ロールアセトグアナミン、ジメチロールベンゾグアナミン等をブチルアルコールやプロピ
ルアルコール等のアルコールと反応させたエーテル化メラミン樹脂のことである。
【０１２０】
　さらに、上記（ｅ）のエポキシ系架橋剤とは、エポキシ基を複数含む多価アルコールの
グリシジル化合物のことであり、ルイス酸触媒とともに用いられる。このルイス酸として
は、反応を遅らせるためにマイクロカプセル化しているものが好ましい。例えば、ブタジ
エンジオキシド、ヘキサジンジオキシドやフタル酸のジグリシジルエステル、ビスフェノ
ールＡのジグリシジルエーテル、ビスフェノールＦのジグリシジルエーテル、パラアミノ
フェノールのトリグリシジルエーテルアミン、アニリンのジグリシジルエーテル、フェニ
レンジアミンのテトラグリシジルエーテル、スルホンアミドのジグリシジルエーテル、グ
リセリンのトリグリシジルエーテル等のグリシジル化合物やポリエーテル変性ジグリシジ
ル、ポリエステル変性ジグリシジル、ウレタン変性ジグリシジル化合物（重合体）やビニ
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ルシクロヘキセンジオキサイド、ジシクロペンタジエンジオキサイド等を挙げることがで
きる。
【０１２１】
　これら架橋剤の添加量は、アクリル樹脂の官能基価：架橋剤の官能基価が、１：０．７
～１．３程度となる量であることが好ましい。しかし、実際は用いるアクリル樹脂との反
応性によりアクリル樹脂の官能基と架橋剤同士、例えば、メラミン系架橋剤同士、メラミ
ン系架橋剤とエポキシ系架橋剤等の反応が起こるので予備実験を行ってから決定すること
が好ましい。
【０１２２】
　一方、光沢制御層を構成するフィラーは限定されるものではないが、有機樹脂粒子から
構成されるものの場合、具体的には、スチレン、ビニルスチレン、クロロスチレン等のス
チレン類；エチレン、プロピレン、ブチレン、イソブチレン等のモノオレフィン類；酢酸
ビニル、プロピオン酸ビニル、安息香酸ビニル、酪酸ビニル等のビニルエステル類；アク
リル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸
オクチル、アクリル酸フェニル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル
酸ブチル、メタクリル酸ドデシル等のα－不飽和脂肪酸モノカルボン酸のエステル類；ビ
ニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニルブチルエーテル等のビニルエーテル
類；ビニルメチルケトン、ビニルヘキシルケトン、ビニルイソプロペニルケトン等のビニ
ルケトン類；イソプレン、２－クロロブタジエン等のジエン系モノマーの少なくとも１種
を重合させて得られる単独重合体あるいは共重合体を例示することができる。
【０１２３】
　これらの中で、スチレン類、α－不飽和脂肪酸モノカルボン酸のエステル類等が好まし
く、これら熱溶融性樹脂をフィラーとして使用する場合は、これら樹脂を溶解しない溶媒
で塗工することにより、光沢制御層を構成するフィラーとして用いることができるが、好
ましくは、これら熱溶融性樹脂に架橋剤などを添加して、架橋構造を持たせた熱硬化性樹
脂、先に記載した熱硬化性樹脂、光硬化性樹脂、電子線硬化樹脂などを微粒子化したもの
がより好ましく用いられる。
【０１２４】
　また、光沢制御層を構成するフィラーが、無機微粒子から構成される場合、具体的な例
示物としては、マイカ、タルク、シリカ、炭酸カルシウム、亜鉛華、ハロサイトクレー、
カオリン、塩酸性炭酸マグネシウム、石英粉、二酸化チタン、硫酸バリウム、硫酸カルシ
ウム、アルミナなどが挙げられる。
【０１２５】
　前記フィラーの形状としては、球状粒子が一般的であるが、板状、針状、不定形状であ
ってもよい。また、フィラーと樹脂との屈折率差は、０．０１以上であることが表面光沢
度を制御するためには好ましいが、屈折率差が０．１以上であることがより好ましい。
　また、フィラーの体積平均粒子径としては、１０μｍ以下であることが好ましいが、光
沢制御層膜厚を考慮すると、０．０１～５μｍの範囲であることが特に好ましい。
【０１２６】
　光沢制御層中におけるフィラーと結着剤との質量比（フィラー：結着剤）は、０．３：
１～３：１の範囲であることが好ましく、０．５：１～２：１の範囲であることがより好
ましい。フィラーの割合が上記範囲内の場合は、画像形成の前後で光沢がほとんど変化し
ないが、上記範囲よりも少ない場合は、光散乱性が低下してしまい、上記範囲よりも多い
場合は、光沢制御層の形成が困難となる場合がある。
【０１２７】
　光沢性、耐光性、抗菌性、難燃性、離型性及び帯電性を制御する機能から選択される少
なくとも１つの機能を有する機能性層は、前記のように、基体を介して画像が形成された
面と反対側の面に設けられることが好ましい。光沢性、耐光性、抗菌性、難燃性、離型性
及び帯電性を制御する機能から選択される少なくとも１つの機能を有する機能性層が設け
られた面を外側面とすることにより、耐光性だけでなく、例えば、使用中にフィルム面に
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水がついた場合に、すぐに拭き取れるように離型性を付与することができる。また、フィ
ルム表面にはゴミが付着しにくいように、表面抵抗値を１．０×１０13Ω／□以下とする
ような帯電性制御が可能となる。また、画像表示物を病院内にて手にとって閲覧したり、
壁への表示などにおいて抗菌性を付与することができる。さらに、火災時など加熱による
燃焼を少しでも押さえ有害ガスの発生をおさえる難燃性を付与することができる。
　上記耐光性、離型性、帯電性の制御は、本発明に用いられる基体や光沢制御層等におい
て説明した材料、方法を適宜使用することにより行うことができる。
【０１２８】
　本発明の成型加工用シートは、画像が良好に形成されるように、基体の表面に、機能性
層として、少なくとも樹脂とフィラーとを含有する画像受像層を設けてもよい。画像受像
層に用いられるフィラーの具体例は、光沢制御層に用いられるフィラーと同様のものが用
いられる。また、この画像受像層は、上述した光沢制御層を構成する樹脂と同じ樹脂を使
用してもよいが、本発明においては、熱溶融性のポリエステル樹脂が好ましく用いられる
。
【０１２９】
　一般的に上記ポリエステルは、多価ヒドロキシ化合物と多塩基性カルボン酸またはその
反応性酸誘導体との反応によって製造することができる。ポリエステルを構成する多価ヒ
ドロキシ化合物としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエ
チレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１
，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール等のジオール類があるが、本発明に用い
られるポリエステルとしては、エチレングリコールとネオペンチルグリコールとを用いる
ことが特に好ましい。
【０１３０】
　また、前記多塩基性カルボン酸としては、例えば、マロン酸、コハク酸、アジピン酸、
セバシン酸、アルキルコハク酸、マレイン酸、フマル酸、メサコン酸、シトラコン酸、イ
タコン酸、グルタコン酸、シクロヘキサンジカルボン酸、イソフタル酸、テレフタル酸、
その他の２価カルボン酸などがあるが、本発明ではイソフタル酸とテレフタル酸とが製造
上、また材料入手性、コストなどで特に好ましく利用できる。なお、通常フタル酸は、イ
ソフタル酸とテレフタル酸という構造異性体をもち、そのため、ポリエステルを製造する
にあたり、上記両者がほぼ半分の割合で必然的に混入する。
【０１３１】
　本発明で特に好ましい配合は、多価ヒドロキシ化合物におけるエチレングリコールとネ
オペンチルグリコールとの比率（エチレングリコール：ネオペンチルグリコール）がモル
比で３：７～１：９の範囲であることが望ましい。
　また、上記ポリエステルの数平均分子量としては、１２０００～４５０００の範囲であ
ることが好ましく、２００００～３００００の範囲であることがより好ましい。数平均分
子量が１２０００未満であると、エチレングリコールとネオペンチルグリコールとのモル
比が所望の範囲であっても、樹脂の軟化点が低すぎ常温でも粘性が発現したりする場合が
ある。数平均分子量が４５０００を超えると、軟化温度が高くなりすぎ、画像（トナー）
の定着性が悪化する。
【０１３２】
　前記画像受像層は、画像の定着時、定着部材への付着、巻き付きを防止するために、定
着部材への低付着性材料である天然ワックスや合成ワックス、あるいは離型性樹脂、反応
性シラン化合物、変性シリコーンオイルなどの離型性材料を含有することが好ましい。
【０１３３】
　具体的には、カルナバワックス、密ロウ、モンタンワックス、パラフィンワックス、ミ
クロクリスタリンワックスなどの天然ワックスや低分子量ポリエチレンワックス、低分子
量酸化型ポリエチレンワックス、低分子量ポリプロピレンワックス、低分子量酸化型ポリ
プロピレンワックス、高級脂肪酸ワックス、高級脂肪酸エステルワックス、サゾールワッ
クスなどの合成ワックスなどが挙げられ、これらは単独使用に限らず混合して複数使用す
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ることができる。
【０１３４】
　また、離型性樹脂としては、シリコーン樹脂、フッ素樹脂、あるいはシリコーン樹脂と
各種樹脂との変性体である変性シリコーン樹脂、たとえばポリエステル変性シリコーン樹
脂、ウレタン変性シリコーン樹脂、アクリル変性シリコーン樹脂、ポリイミド変性シリコ
ーン樹脂、オレフィン変性シリコーン樹脂、エーテル変性シリコーン樹脂、アルコール変
性シリコーン樹脂、フッ素変性シリコーン樹脂、アミノ変性シリコーン樹脂、メルカプト
変性シリコーン樹脂、カルボキシ変性シリコーン樹脂などの変性シリコーン樹脂、熱硬化
性シリコーン樹脂、光硬化性シリコーン樹脂を添加することできる。
【０１３５】
　上記変性シリコーン樹脂は、画像形成材料としてのトナー樹脂や熱溶融性樹脂からなる
樹脂粒子との親和性が高く、適度に混和、相溶し、溶融混和するため、トナー中に含まれ
る顔料の発色性に優れ、また同時に、シリコーン樹脂による離型性のため定着部材と成型
加工用シートとが熱溶融時に付着するのを防止することができるものと考えられる。
【０１３６】
　さらに、本発明においては、より低付着性とするため反応性シラン化合物と変性シリコ
ーンオイルとを混入させてもよい。反応性シラン化合物は、画像受像層に含まれる樹脂と
反応すると同時に変性シリコーンオイルと反応することにより、これらがシリコーンオイ
ルの持つ液体潤滑剤以上の離型剤として働き、しかも硬化反応することにより離型剤とし
て画像受像層中に強固に固定化され、機械的摩耗や溶媒抽出などによっても離型剤が脱落
しない。
【０１３７】
　これらのワックスや離型性樹脂は、前記熱溶融性樹脂からなる樹脂粒子と同様に、粒子
状態などで共存させてもよいが、好ましくは熱溶融性樹脂中に添加し、樹脂中に分散、相
溶した状態で、熱溶融性樹脂中に取り込んだ状態で利用することが好ましい。
【０１３８】
　画像受像層の表面抵抗値は、既述したように１．０×１０8～１．０×１０13Ω／□の
範囲である必要がある。この範囲内に表面抵抗値を制御するためには、既述したように帯
電制御剤として高分子導電剤、界面活性剤や導電性金属酸化物粒子等を画像受像層中に添
加すればよい。また、搬送性を向上させるためマット剤が添加されることが好ましい。
【０１３９】
　上記導電性金属酸化物粒子としては、ＺｎＯ、ＴｉＯ、ＴｉＯ2、ＳｎＯ2、Ａｌ2Ｏ3、
Ｉｎ2Ｏ3、ＳｉＯ、ＳｉＯ2、ＭｇＯ、ＢａＯ及びＭｏＯ3等を挙げることができる。これ
らは、単独で使用してもよく、これらの複合してを使用してもよい。また、金属酸化物と
しては、異種元素をさらに含有するものが好ましく、例えば、ＺｎＯに対してＡｌ、Ｉｎ
等、ＴｉＯに対してＮｂ、Ｔａ等、ＳｎＯ2に対しては、Ｓｂ、Ｎｂ、ハロゲン元素等を
含有（ドーピング）させたものが好ましい。これらの中で、ＳｂをドーピングしたＳｎＯ

2が、経時的にも導電性の変化が少なく安定性が高いので特に好ましい。
【０１４０】
　上記マット剤に使用される潤滑性を有する樹脂としては、ポリエチレン等のポリオレフ
ィン；ポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、ポリテトラフルオロエチレン（テフロ
ン（登録商標））等のフッ素樹脂；を挙げることができる。具体的には、低分子量ポリオ
レフィン系ワックス（例えばポリエチレン系ワックス、分子量１０００～５０００）、高
密度ポリエチレン系ワックス、パラフィン系またはマイクロクリスタリン系のワックスを
挙げることができる。
　また、フッ素樹脂の例としてはポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）分散液を挙げ
ることができる。
【０１４１】
　上記樹脂のマット剤の体積平均粒子径は、０．１～１５μｍの範囲であることが好まし
く、１～１０μｍの範囲であることが好ましい。上記体積平均粒子径は、大きい方が好ま
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しいが、大き過ぎるとマット剤が画像受像層から脱離して粉落ち現象が発生し、表面が摩
耗損傷し易くなり、さらに曇り（ヘイズ度）が増大することとなる。
　さらに、上記マット剤の含有量は、画像受像層に含まれる樹脂に対して０．１～１０質
量％の範囲であることが好ましく、０．５～５質量％の範囲であることがより好ましい。
【０１４２】
　上記マット剤は扁平状であることが好ましく、予め扁平状のマット剤を用いてもよいし
、軟化温度の比較的低いマット剤を用いて画像受像層の塗布し、乾燥時の加熱下に扁平状
にしてもよい。さらに加熱下に押圧しながら扁平状にしてもよい。但し、画像受像層の表
面からマット剤が凸状に突き出ていることが好ましい。
【０１４３】
　マット剤としては、上記以外に無機微粒子（例えば、ＳｉＯ2、Ａｌ2Ｏ3、タルクまた
はカオリン）及びビーズ状プラスチックパウダー（例えば、架橋型ＰＭＭＡ、ポリカーボ
ネート、ポリエチレンテレフタレート、ポリスチレン）を併用してもよい。
【０１４４】
　上記のように、成型加工用シートの搬送性を良好とするため、マット剤等により成型加
工用シート表面の摩擦を低減することが好ましいが、実際の使用上、成型加工用シート表
面の静止摩擦係数は、２以下であることが好ましく、１以下であることがより好ましい。
また成型加工用シート表面の動摩擦係数は、０．２～１の範囲であることが好ましく、０
．３～０．６５の範囲であることがより好ましい。
【０１４５】
　表面に画像受像層を有する成型加工用シートにおいては、少なくとも最表面の画像受像
層に目的に応じて抗菌性を有する物質を含むことが望ましい。添加する材料は、組成物中
での分散安定性が良好で、かつ、光の照射で変性しないものより選ばれる。
【０１４６】
　例えば、有機系の材料では、チオシアナト化合物、ロードプロパギル誘導体、イソチア
ゾリノン誘導体、トリハロメチルチオ化合物、第四アンモニウム塩、ビグアニド化合物、
アルデヒド類、フェノール類、ベンズイミダゾール誘導体、ピリジンオキシド、カルバニ
リド、ジフェニルエーテル等の材料が挙げられる。
　また、無機系の材料としては、ゼオライト系、シリカゲル系、ガラス系、リン酸カルシ
ウム系、リン酸ジルコニウム系、ケイ酸塩系、酸化チタン、酸化亜鉛、等が挙げられる。
【０１４７】
　上記無機系の抗菌剤としての体積平均粒子径は、０．１～１０μｍの範囲であることが
好ましく、０．３～５μｍの範囲であることが好ましい。基本的に前記画像受像層表面に
露出していることが望ましい。よって前記画像受像層の膜厚によって上記体積平均粒子径
を選出する。大き過ぎると抗菌剤が画像受像層から脱離して粉落ち現象が発生し、フィル
ム表面が損傷し易くなったり、さらに曇り（ヘイズ度）が増大することとなる。
　さらに、上記抗菌剤の含有量は、画像受像層に含まれる樹脂に対して０．０５～５質量
％の範囲であることが好ましく、０．１～３質量％の範囲であることがより好ましい。
【０１４８】
　耐光性材料、抗菌性材料、難燃性材料、離型性材料、電荷制御剤及びマット剤等の添加
剤は、同様の効果を付加させるために、既述の樹脂及びフィラー等からなる光沢制御層に
添加されていてもよい。しかし、上記マット剤は、フィラーとの関係から、光沢制御層に
は、０．１～１０質量％の範囲で添加されていることが好ましく、０．５～５質量％の範
囲で添加されることがより好ましい。また、光沢制御層に添加されるマット剤の体積平均
粒子径は、０．１～１０μｍの範囲であることが好ましく、１～５μｍの範囲であること
がより好ましい。
【０１４９】
　なお、画像受像層及び光沢制御層には、必要に応じて、熱安定剤、酸化安定剤、光安定
剤、滑剤、顔料、可塑剤、架橋剤、耐衝撃性向上剤、抗菌性、難燃剤、難燃助剤、及び帯
電防止剤などの各種プラスチック添加剤を併用することができる。



(24) JP 4765279 B2 2011.9.7

10

20

30

40

50

【０１５０】
＜成型加工用シートの製造方法＞
　本発明の成型加工用シートの製造方法は、前記基体表面に、前記機能性層を塗工液を用
いて製造するにあたり、前記塗工液に使用される溶媒がポリカーボネート樹脂および／ま
たはポリアリレート樹脂に対して良溶媒であり、前記基体表面を溶解させながら前記機能
性層を形成させるものである。
　前記機能性層は、少なくとも樹脂とフィラー等とをポリカーボネート樹脂および／また
はポリアリレート樹脂に対して良溶媒となる有機溶媒を用いて混合し、超音波、ウエーブ
ローター，アトライターやサンドミルなどの装置により均一に分散させ塗工液を作製し、
該塗工液をそのままの状態で、基体の表面へ塗布あるいは含浸させることによって形成で
きる。
【０１５１】
　塗布あるいは含浸させる方法としては、ブレードコーティング法、ワイヤーバーコーテ
ィング法、スプレーコーティング法、浸漬コーティング法、ビードコーティング法、エア
ーナイフコーティング法、カーテンコーティング法、ロールコーティング法等の通常使用
される方法が採用される。
　上記塗工は、例えば光沢制御層と画像受像層とを両方有する場合には、どちらを先に塗
工してもよいし、同時に塗工してもよい。
【０１５２】
　塗工液に使用される溶媒がポリカーボネート樹脂および／またはポリアリレート樹脂に
対して良溶媒であると、基体と機能性層との結びつきが非常に高くなる。その原因は、貧
溶媒を使用した場合、機能性層と基体との間に明確な界面が存在することで、基体と機能
性層との接着性が不十分なのに対し、良溶媒を使用した場合は、上記明確な界面が存在せ
ず、基体の表面と機能性層とが融合したものとなって、接着性が十分高くなるためと考え
られる。
【０１５３】
　なお、ポリカーボネート樹脂および／またはポリアリレート樹脂に対して良溶媒である
とは、溶媒がポリカーボネート樹脂および／またはポリアリレート樹脂に接触した場合、
これらの樹脂に何らかの作用を及ぼし、基体の表面が少し侵される（溶媒除去後、わずか
に表面に曇り等が観察される）程度以上の溶解性を有することをいう。
【０１５４】
　ポリカーボネート樹脂および／またはポリアリレート樹脂と機能性層に含まれる樹脂と
の相溶性を引き出す溶媒としては、公知の塗工液の作製に用いられる溶媒であれば特に限
定されないが、ポリカーボネート樹脂及びポリアリレート樹脂ともに同じような溶媒が好
ましい。具体的な例としてはトルエンやキシレンの脂肪族炭化水素、塩化メチレン、クロ
ロベンゼンなどのハロゲン化炭化水素、メチルエチルケトンやシクロヘキサノンのような
ケトン系、そのほかテトラヒドロフラン、酢酸エチル及びこれら溶媒の混合物やこれ以外
の貧溶媒との混合溶媒などでも良い。
【０１５５】
　基体の表面に機能性層を形成する際の乾燥は、風乾でもよいが、熱乾燥を行えば容易に
乾燥できる。乾燥方法としては、オーブンに入れる方法、オーブンに通す方法、あるいは
加熱ローラに接触させる方法など通常使用される方法が採用される。また、上述した光沢
制御層も同様の方法によって形成することができる。
【０１５６】
　このようにして基体の表面に形成される光沢性、耐光性、抗菌性、難燃性、離型性及び
帯電性を制御する機能から選択される少なくとも１つの機能を有する機能性層の膜厚は０
．１～２０μｍの範囲であることが好ましく、１．０～１０μｍの範囲であることがより
好ましい。
　また、画像受像層の膜厚は同様に０．１～２０μｍの範囲であることが好ましく、１．
０～１０μｍの範囲であることがより好ましい。
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【０１５７】
＜画像形成方法＞
　本発明の画像形成方法は、本発明の成型加工用シートにおける前記機能性層の表面に、
電子写真法によってトナー画像を形成するものである。前記トナー画像は、本発明の成型
加工用シートの表面に設けられた画像受像層に形成されることが好ましい。
　以下、本発明の画像形成方法について述べる。
【０１５８】
　電子写真方式による画像形成は、電子写真用感光体（像担持体）の表面に均一に電荷を
与え帯電させた後、その表面に、得られた画像情報に応じて露光し、露光に対応した静電
潜像を形成する。次に、前記電子写真用感光体表面の静電潜像に現像器から画像形成材料
であるトナーを供給することで、静電潜像がトナーによって可視化現像される（トナー画
像が形成される）。さらに、形成されたトナー画像を、成型加工用シートの画像受像層が
形成された面に転写し、最後に熱や圧力などによりトナーが画像受像層表面に定着されて
、画像記録体ができあがる。ここでいう画像記録体とは、本発明の成型加工用シートであ
る。
【０１５９】
　本発明の成型加工用シートは、画像形成面を裏面とする使用方法がある。この場合、未
印刷の成型加工用シートの画像受像層に形成される画像は反転画像（鏡像画像）とする必
要があり、前記感光体表面に静電潜像を形成する際には、上記感光体表面に露光される画
像情報としては鏡像の情報が提供されることが好ましい。
　本発明における電子写真法による画像形成では、成型時の金型による延伸状態を最初に
予測して、絵柄文字画像の歪の程度、表示位置を設定しておけば、より正確な画像を有す
る成型加工品を作製することが出来る。
【０１６０】
　一般に、定着時にトナーは、熱や圧力が同時に印加されるため、画像受像層表面に定着
されるが、同時にトナーは定着部材と接触するため、トナーが低粘性であったり、定着部
材との親和性が高い場合などは、定着部材に一部移行し、オフセットとして定着部材に残
留するため、定着部材の劣化を招き、結果として定着器の寿命を短縮してしまうことにな
る。したがって、成型加工用シートが画像記録体として使用される場合には、トナー画像
の充分な定着性と定着部材との剥離性とを得ることが必要となる。
【０１６１】
　しかしながら、本発明に用いる画像受像層表面や基体表面は、トナーとの接着性がよい
ため、トナーが溶融し、粘性が生じる温度以下で十分に成型加工用シート表面に定着する
。
【０１６２】
　このため、本発明においては、成型加工用シート表面に形成されたトナー画像の定着を
、成型加工用シート表面の温度が、トナーの溶融温度以下となるようにして行うことが好
ましい。通常のトナーの溶融温度を考慮すると、成型加工用シートの表面温度が１２５℃
以下となるようにして行うことが好ましく、１１０℃以下となるようにして行うことがよ
り好ましい。
【０１６３】
　また、上記条件で定着を行う場合であっても、本発明の成型加工用シートの場合では、
基体が、熱変形を起こす温度領域に入ってしまう場合がある。その場合、特に基体のコシ
が弱くなり、定着装置の加熱ロールに巻付きやすくなってくる。このような場合は紙など
と重ね合わせて搬送し、定着装置でのラミネートフィルムのコシを補ったり、フィルムエ
ッジ部分にガイドが当たるように定着装置内を改造／調整することが望ましい。
【０１６４】
　一方、本発明の成型加工用シートでは、定着時に非画像部でも定着部材と接触すること
になり、トナーと同様の離型性などの性能が要求されている。
　そこで、本発明では、少なくとも熱溶融性ポリエステル樹脂からなる画像受像層を基体
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の片面に形成することが好ましく、また、熱溶融性樹脂、もしくは熱硬化性樹脂、光硬化
性樹脂、電子線硬化樹脂が好ましく含まれ、かつ、フィラー等が含まれる光沢性制御層（
機能性層）を、成型加工用シートの画像が形成されている面の反対側の面に形成すること
が好ましい。そして、さらに両層に添加剤として離型剤などを好ましくは含有させること
により、定着工程における定着部材への付着防止を図り、加えて、電荷制御剤等の添加に
より電子写真方式における転写性能をも維持することができる。
【０１６５】
　本発明によれば、少なくとも基体の片面に光沢性、耐光性、抗菌性、難燃性、離型性及
び帯電性を制御する機能から選択される少なくとも１つの機能を有する機能性層を形成し
、基体を介してその反対側の面には、鏡像（ミラーイメージ）の画像を形成することによ
り、所望の成型加工用シートを得ることができる。
　本発明の成型加工用シートは、意匠性の高い印刷物に要求される画像品質（色、光沢、
隠蔽性など）や画像形成工程の繰り返し安定性に優れ、傷や異物などによる画像欠陥の発
生がなく、しかも、屋外使用においても十分な耐熱性、耐光性を確保した成型加工用シー
トである。本発明によれば、上記性能を有する成型加工用シートであって、オイルレスト
ナーに対しても、オフセットしない成型加工用シートとその製造方法、及びこれらを用い
た画像形成方法を提供することができる。
【０１６６】
　また、本発明の成型加工用シートは、基体を介して画像が形成されている面と反対側の
面に、機能性層を設けることにより、光沢性の他に、耐熱性、耐光性、抗菌性、難燃性、
耐湿性、撥水性、耐磨耗性及び耐傷性などの様々な機能を付加および／または向上させる
ことができる。機能が付加および／または向上された成型加工用シートの具体例としては
、画像記録体（成型加工用シート）の裏面に鏡像を形成し、表面には光沢制御性、耐光性
、抗菌性、難燃性、耐熱性、撥水性、耐磨耗性などを有するシリコーンハードコート層を
形成したものを挙げることができる。また、表面に光沢制御層が形成されたグロスを抑え
た成型加工用シートは、掲示板として好適に利用することができる。従って、本発明の成
型加工用シートには、様々な使用態様に対応可能な機能を付加することができる。
　本発明の成型加工用シートにおいては、印字されたトナー画像を保護するための保護層
を形成させることが望ましい。シート成型のとき、金型との摩擦や、成型加工品作製時に
おける作業の中で、物理的、化学的損傷から絵柄などの画像の脱落、擦傷、汚染を防ぐた
めのものである。
　保護層は、上記の各種樹脂を少なくとも１種類もちいて、溶剤に溶解あるいは水に分散
などして、塗布して使用できる。同様に、アクリル系の電離放射線硬化型樹脂やＵＶ硬化
型樹脂などの無溶剤型も塗布形成することが出来る。
　保護層は、デザインの絵柄などに合わせて、着色することも出来るが、電子写真で用い
られる着色トナーは、色の３原色であるイエロー、マゼンタ、シアンとブラックの４色が
一般的であり、白色を作り出せないことから、保護層の着色は、白が好ましい。白色顔料
としては、もっとも一般的な酸化チタンが主で、そのほか、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム
、硫酸バリウム、酸化アンチモンなどの無機顔料がある。また、上記樹脂微粒子等も、前
記無機顔料と混合して使用することが出来る。
　保護層としての厚さは、使用する樹脂の特性にもよるが、１～１００μｍがこのましく
、さらに好ましくは５～８０μｍ、特に好ましくは１０～５０μｍである。
【０１６７】
＜成型加工品及びその製造方法＞
　本発明の成型加工品の製造方法は、本発明の成型加工用シートにおける前記機能性層の
表面に電子写真法によってトナー画像を形成する画像形成工程と、前記トナー画像を覆う
ようにして前記成型加工用シートに保護層を設ける保護層形成工程と、前記保護層の設け
られた成型加工用シートを加工する加工工程と、を有するものである。
　また本発明の成型加工品は、前記機能性層の表面に電子写真法によって形成されたトナ
ー画像を有する本発明の成型加工用シートと、前記トナー画像を覆う保護層と、を有して
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なるものである。
　本発明の成型加工品の製造方法においては、前記加工工程で用いられる成型加工用シー
トの加工方法については特に限定されない。
　前記トナー画像としては、例えば、絵柄、模様、文字及びこれら組み合わせが挙げられ
る。
【０１６８】
　成型加工用シートの加工方法の具体例としては、シート成型（Ｓｈｅｅｔ　Ｆｏｒｍｉ
ｎｇ）法が挙げられる。プラスチックの単層または多層シートを用いて、シート成型法に
より、カップ状やトレイ状などの各種プラスチック容器を製造することは公知の技術であ
る。
　シート成型法とは、熱成型（Ｔｈｅｒｍｏｆｏｒｍｉｎｇ）法とも呼ばれており、一般
に、加熱軟化させたプラスチックシートを真空、減圧又は加圧、圧縮による外力を加えて
変形させると同時に冷却して成型する方法である。シート成型法は、通常、真空成型や圧
縮成型、あるいはこれら両者の組み合わせからなる成型法を意味している。加熱軟化させ
たプラスチックシートを雄型又は雌型に強制的に沿わせて、所望の形状に加工する絞り成
型も、シート成型法の一種である。
　シートの予備加熱は、上下のヒーター間に成型用シートを挟みこみ、該成型相当部分に
ヒーターを直接接触させて加熱軟化させる接触加熱法と、ヒーターと成型用シートとの間
に間隔を設けて、輻射熱により加熱軟化させる非接触過熱法とがある。接触加熱法は、成
型用シートを加熱する際、送りが一時的に滞留すること及び成型体を多数個取りすること
が困難であるという欠点があるが、成型用シートの成型相当部分のみの加熱が容易に出来
、熱の使用効率が良い。これに対し、非接触加熱法は、連続シートや巾広のシートでの対
応が出来、加熱装置や成型装置にもよるが、成型用シートを滞留することなく送ることが
出来る。
【０１６９】
　本発明の成型加工品は、シート成型により部分的に延伸されるため、初期のシート厚み
より、基本的に薄くなる部分が多い。成型加工品が、強度を必要とする部品として使用さ
れる場合は、このままでは使用できない場合がある。そのような場合は、画像や、成型物
の変形に注意しながら、成型加工品の凹部を熱可塑性樹脂等の充填物で埋めることで、強
度を補足することが出来る。
【実施例】
【０１７０】
　以下に、実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらに限定さ
れるものではない。なお、下記実施例及び比較例における「部」は「質量部」を意味する
。
【０１７１】
（参考例１）
　本発明の成型加工用シートを製造した。以下、その製造方法を工程ごとに説明する。
【０１７２】
＜機能性層塗工液Ａ－１の調製＞
　熱溶融性樹脂としてポリエステル樹脂（綜研化学社製：サーモラックＦ－２、メチルエ
チルケトン中の固形分３０質量％）１０部、フィラーとしてメラミン・ホルムアルデヒド
縮合物微粒子（日本触媒社製：エポスターＳ、平均粒子径：０．３μｍ）９部、界面活性
剤（日本油脂社製：エレガン２６４ＷＡＸ）０．５部、メチルエチルケトン３０部、及び
シクロヘキサノン５部を混合して十分撹拌し、表面光沢と表面抵抗とを制御する機能性層
塗工液Ａ－１を調製した。
【０１７３】
＜画像受像層塗工液Ｂ－１の調製＞
　熱溶融性樹脂としてポリエステル樹脂（東洋紡績社製：バイロン２００）３部、マット
剤（兼フィラー）として架橋型メタクリル酸エステル共重合物微粒子（綜研化学社製：Ｍ
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Ｘ－５００、体積平均粒子径：５μｍ）０．０５部、紫外線吸収剤として２－（２－ヒド
ロキシ－５－メチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール（住友化学社製：Ｓｕｍｉｓ
ｏｒｂ２００）０．２部、及び界面活性剤（日本油脂社製：エレガン２６４ＷＡＸ）０．
１部を、メチルエチルケトン４０部、シクロヘキサノン５部の混合溶媒中に添加して十分
撹拌し、画像受像層塗工液Ｂ－１を調製した。
【０１７４】
＜成型加工用シート１の作製、評価＞
　ビスフェノールＡを用いたポリカーボネートシート（ＰＣ（Ａ）；三菱エンジニアリン
グプラスチック社製：ユーピロンＳ－２０００、厚さ：２００μｍ）である基体の片面側
に、前記機能性層塗工液Ａ－１をワイヤーバーを用いて塗工し、９０℃で１分間乾燥させ
膜厚１μｍの光沢性と帯電性を制御する機能性層を形成した。
　さらに前記画像受像層塗工液Ｂ－１を、基体の上記塗工面と反対側の未塗工面に同様に
塗工し、９０℃で１分間乾燥させ膜厚１．５μｍの画像受像層（塗工層）を形成し、成型
加工用シート１を作製した。
【０１７５】
　この成型加工用シート１の表面抵抗値は、機能性層面で１．０×１０13Ω／□、画像受
像層面で１．５０×１０11Ω／□であった。
　次に、成型加工用シート１をＡ４サイズ（２１０ｍｍ×２９７ｍｍ）にカットした。
【０１７６】
＜成型加工用シートの性能評価＞
　上記成型加工用シート１（画像未形成）の画像受像層面に、富士ゼロックス（株）社製
カラー複写機ＤｏｃｕＣｏｌｏｒ１２５５ＣＰでベタ画像を含むカラーの鏡像画像を出力
印字し、該画像が形成された成型加工用シート１を作製した。この鏡像画像は、成型加工
後の画像の変位量をあらかじめ予測した出力画像をパソコンで作成したものである。
　この成型加工用シート１の機内搬送における走行性、画像の定着性、画像印字後の画像
濃度などを測定した。また、形成された画像の耐光性を評価し、これら成型加工用シート
としての性能を確認した。
【０１７７】
－走行性評価－
　作製された成型加工用シート１のカラー複写機における走行性は、前記カラー複写機Ｄ
ｏｃｕＣｏｌｏｒ１２５５ＣＰの手差しトレイに、成型加工用シート１を２０枚セットし
、連続で２０枚印字作業を２回行った時の、ジャム（つまり）、重送の発生回数をカウン
トすることにより行った。評価基準は、発生回数が０回であれば○、１回の場合は△、２
回以上の場合は×とした。
【０１７８】
－定着性評価－
　トナー定着性の評価は、上記電子写真装置にて、成型加工用シート１の表面に定着され
た画像の画像濃度約１．８のベタ画像部に、市販の１８ｍｍ幅セロハン粘着テープ（ニチ
バン社製：セロハンテープ）を３００ｇ／ｃｍの線圧で貼り付け、１０ｍｍ／ｓｅｃの速
度で剥離した時の、剥離前の画像濃度に対する剥離後の画像濃度の比（剥離後の画像濃度
／剥離前の画像濃度、以下ＯＤ比と略す）を指標として評価した。電子写真用記録媒体と
しては、一般的に、ＯＤ比で０．８以上のトナー定着性が要求される。本評価では、ＯＤ
比が０．９以上であるものを◎、０．８以上０．９未満であるものを○、０．８未満であ
るものを×とした。画像濃度は、ベタ画像部をＸ－Ｒｉｔｅ９６８濃度計（Ｘ－Ｒｉｔｅ
社製）で測定した。
【０１７９】
－画像濃度、画質評価－
　画像濃度は、ベタ画像部をＸ－Ｒｉｔｅ９６８濃度計（Ｘ－Ｒｉｔｅ社製）で測定し、
画像濃度が１．５以上であるものを○、１．５未満１．３以上であるものを△、それ以下
であるものを×とした。
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　また、画質に関しては、高温高湿条件（２８℃、８０％ＲＨ、Ａ条件）、室温条件（２
２℃、５０％ＲＨ、Ｂ条件）、低温低湿（１５℃、１５％ＲＨ、Ｃ条件）で画像を出力し
たときの、文字の正確な印字性（印字再現性）を評価した。どの条件でも問題ない場合は
○、問題があった場合は問題のあった条件に×を表示した（例Ａ×、Ｃ×など）。
【０１８０】
－耐光性評価－
　耐光性評価は、耐光性試験器（東洋精機社製：ＳＵＮＴＥＳＴ　ＣＰＳ＋）内に、ベタ
画像が印字してある面を下にした成型加工用シート１を設置し、６３℃雰囲気下、Ｘｅラ
ンプで７６０Ｗ／ｍ2の強度にて１００時間照射した。次に照射前後のベタ画像の画像濃
度を測定し、画像濃度の差が０．１未満をであるもの◎、０．１以上０．５以下であるも
のを○、０．５以上１．０以下であるものを△、１．０を超えるものを×とした。
【０１８１】
　以上の結果を、表１にまとめて記載した。
【０１８２】
（参考例２）
＜成型加工用シート２の作製、評価＞
　参考例１で用いたビスフェノールＡを用いたポリカーボネートシートの代わりにビスフ
ェノールＺを用いたポリカーボネートシート（ＰＣ（Ｚ）；三菱ガス化学社製、厚さ：２
００μｍ）を用いた以外は参考例１と同様にして成型加工用シート２を作製した。
　この成型加工用シート２の表面抵抗値は、機能性層面で９．７×１０12Ω／□、画像受
像層面で１．６７×１０11Ω／□であった。この成型加工用シート２をＡ４サイズにカッ
トして、参考例１と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
【０１８３】
　（参考例３）
＜成型加工用シート３の作製、評価＞
　参考例１で用いたビスフェノールＡを用いたポリカーボネートシートの代わりにビスフ
ェノールＡＰを用いたポリカーボネートシート（ＰＣ（ＡＰ）；三菱ガス化学社製、厚さ
：２００μｍ）を用いた以外は参考例１と同様にして成型加工用シート３を作製した。
　この成型加工用シート３の表面抵抗値は、機能性層面で７．４×１０11Ω／□、画像受
像層面で３．３×１０11Ω／□であった。この成型加工用シート３をＡ４サイズにカット
して、参考例１と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
【０１８４】
（参考例４）
＜成型加工用シート４の作製、評価＞
　参考例１で用いたビスフェノールＡを用いたポリカーボネートシートの代わりにビスフ
ェノールＡを用いたポリアリレートシート（ＰＡＲ（Ａ）；ユニチカ社製；Ｕポリマー、
厚さ：２００μｍ）を用いた以外は参考例１と同様にして成型加工用シート４を作製した
。
　この成型加工用シート４の表面抵抗値は、機能性層面で９．３×１０11Ω／□、画像受
像層面で２．８０×１０11Ω／□であった。この成型加工用シート４をＡ４サイズにカッ
トして、参考例１と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
【０１８５】
（参考例５）
＜成型加工用シート５の作製、評価＞
　参考例４で用いたビスフェノールＡを用いたポリアリレートの代わりにビスフェノール
Ａを用いたポリアリレート（ＰＡＲ）／ＰＥＴ／ポリアリレート（ＰＡＲ）の３層シート
（ユニチカ社製：厚さ：２００μｍ）を用いた以外は参考例１と同様にして成型加工用シ
ート５を作製した。
　この成型加工用シート５の表面抵抗値は、機能性層面で８．７×１０11Ω／□、画像受
像層面で１．６×１０11Ω／□であった。この成型加工用シート５をＡ４サイズにカット
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して、参考例１と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
【０１８６】
（参考例６）
＜成型加工用シート６の作製、評価＞
　参考例４で用いたビスフェノールＡを用いたポリアリレートの代わりにビスフェノール
Ｚを用いたポリアリレートシート（ＰＡＲ（Ｚ）；ユニチカ社製：厚さ：２００μｍ）を
用いた以外は参考例１と同様にして成型加工用シート６を作製した。
　この成型加工用シート６の表面抵抗値は、機能性層面で２．９×１０11Ω／□、画像受
像層面で３．３５×１０10Ω／□であった。この成型加工用シート６をＡ４サイズにカッ
トして、参考例１と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
【０１８７】
（参考例７）
＜成型加工用シート７の作製、評価＞
　参考例４で用いたビスフェノールＡを用いたポリアリレートの代わりにビスフェノール
ＡＰを用いたポリアリレートシート（ＰＡＲ（ＡＰ）；ユニチカ社製：厚さ：２００μｍ
）を用いた以外は参考例１と同様にして成型加工用シート７を作製した。
　この成型加工用シート７の表面抵抗値は、機能性層面で３．４×１０11Ω／□、画像受
像層面で４．１×１０10Ω／□であった。この成型加工用シート７をＡ４サイズにカット
して、参考例１と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
【０１８８】
（参考例８）
＜成型加工用シート８の作製、評価＞
　参考例１で用いたビスフェノールＡを用いたポリカーボネートフィルムの代わりにビス
フェノールＡを用いたポリカーボネート（ＰＣ（Ａ）；２５質量％）とビスフェノールＡ
を用いたポリアリレート（ＰＡＲ；７５質量％）のアロイ品（ユニチカ社製；厚さ：２０
０μｍ）を用いた以外は参考例１と同様に成型加工用シート８を作製した。
　この成型加工用シート８の表面抵抗値は、機能性層面で１．５５×１０11Ω／□、画像
受像層面で３．２×１０10Ω／□であった。この成型加工用シート８をＡ４サイズにカッ
トして、参考例１と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
【０１８９】
（比較例１）
＜成型加工用シート９の作製、評価＞
　参考例１において、基体材料としてポリカーボネートシートの代わりに、Ａ－ＰＥＴシ
ート（帝人化成社製、厚さ２００μｍ）を用いた以外は参考例１と同様にして成型加工用
シート９を作製した。
　この成型加工用シート９の表面抵抗値は、機能性層面で５．７×１０11Ω／□、画像受
像層面で３．０×１０11Ω／□であった。この成型加工用シートをＡ４サイズにカットし
て、参考例１と同様の評価を行ったが、加熱定着時にシートが薄く白色化しヘーズが悪化
した。結果を表１にまとめて示した。
【０１９０】
（比較例２）
＜成型加工用シート１０の作製、評価＞
　参考例１において、基体材料としてポリカーボネートシートの代わりに、ＡＢＳ樹脂シ
ート（スタイラックＡ３９２１、旭化成社製、厚さ２００μｍ）を用いた以外は参考例１
と同様にして、成型加工用シート１０を作製した。
　この成型加工用シート１０の表面抵抗値は、機能性層面で６．７×１０10Ω／□、画像
受像層面で１．０×１０11Ω／□であった。この成型加工用シート１０をＡ４サイズにカ
ットして、参考例１と同様の評価を行った。その結果、画像を定着した成型加工用シート
１０は得られたが、シートのコシがないため、全てのシートサンプルがカラー複写機の定
着装置通過後、波打ち状態となった。結果を表１にまとめて示した。
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【０１９１】
（比較例３）
＜成型加工用シート１１の作製、評価＞
　基体として帯電防止剤が練り込まれた厚さ１００μｍの二軸延伸ＰＥＴシート（東レ社
製：ルミラー１５０Ｘ５３、厚さ１５０μｍ）を用い、この基体の両面に塗工層を形成し
ないで、これをこのままＡ４サイズにカットして成型加工用シート１１を作製した。
　基体のみからなる成型加工用シート１１の表面抵抗値は１．８×１０10Ω／□であった
。次に、成型加工用シート１１を参考例１と同様に評価した。その結果、走行性、定着性
および耐光性が悪かった。結果を表１にまとめて示した。
【０１９２】
（参考例９）
＜機能性層塗工液Ａ－２の調製＞
　熱硬化性樹脂としてシリコーン樹脂（ＧＥ東芝シリコーン社製：ＳＩコート８０１、固
形分３０質量％）１０部、フィラーとしてポリジメチルシロキサン微粒子（ＧＥ東芝シリ
コーン社製：ＴＰ１４５、平均粒子径：４．５μｍ）０．３部、界面活性剤（竹本油脂社
製：パイオニンＢ１４４Ｖ）０．２部、紫外線吸収剤として２－（２－ヒドロキシ－５－
メチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール（住友化学社製：Ｓｕｍｉｓｏｒｂ２００
）０．３部、抗菌剤として銀を担持したリン酸カルシウム系無機抗菌剤（サンギ社製：ア
パサイダーＡＷ）０．０３部を、シクロヘキサノン／メチルエチルケトンを１０／９０質
量比で混合した液３０部に添加して十分撹拌し、離型性、抗菌性、表面抵抗と耐光性との
機能性層塗工液Ａ－２を調製した。
【０１９３】
＜画像受像層塗工液Ｂ－２の調製＞
　ポリエステル樹脂（綜研化学社製：フォレットＦＦ－４、固形分３０質量％）１０部、
マット剤（兼フィラー）として架橋型メタクリル酸エステル共重合物微粒子（綜研化学社
製：ＭＸ－１０００、体積平均粒子径：１０μｍ）０．０５部、紫外線吸収剤として２－
（２－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール（住友化学社製：
Ｓｕｍｉｓｏｂ２００）０．５部、酸化防止剤（堺化学工業（株）社製：Ｃｈｅｌｅｘ－
５００）０．１部、さらに界面活性剤（日本油脂社製：エレガン２６４ＷＡＸ）０．２部
とを、トルエン１０部とメチルエチルケトン３０部との混合溶媒中に添加して十分撹拌し
、画像受像層塗工液Ｂ－２を調製した。
【０１９４】
＜成型加工用シート１２の作製、評価＞
　前記機能性層塗工液Ａ－２を、参考例１で用いたビスフェノールＡを用いたポリカーボ
ネートシート（三菱エンジニアリングプラスチック社製：ユーピロンＳ－２０００、厚さ
：２００μｍ）からなる基体の片面側にワイヤーバーを用いて塗工し、９０℃で１分間乾
燥させ膜厚２μｍの離型性、抗菌性、表面抵抗と耐光性を制御する機能性層を形成した。
　さらに前記画像受像層塗工液Ｂ－２を、基体の上記塗工面と反対側の未塗工面に同様に
塗工し、９０℃で１分間乾燥させ膜厚１．５μｍの画像受像層（塗工層）を形成し、成型
加工用シート１２を作製した。この成型加工用シート１２の表面抵抗値は、機能性面で３
．０×１０12Ω／□、画像受像層面で３．７×１０11Ω／□であった。この成型加工用シ
ート１２をＡ４サイズにカットして使用した。
【０１９５】
　成型加工用シート１２の評価は、画像受像層表面に（機能性層とは反対の面に）鏡像画
像を印字して、参考例１と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
　また、抗菌性の評価においては、抗菌製品技術協会のフィルム密着法によって、大腸菌
と黄色ブドウ球菌について評価した。結果を表２にまとめて示した。表２からわかるよう
に、２４時間後の生菌数が極めて少なく、抗菌性の効果が十分発揮されていることがわか
る。
【０１９６】
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（参考例１０）
＜成型加工用シート１３の作製、評価＞
　参考例９で用いたビスフェノールＡを用いたポリカーボネートシートの代わりにビスフ
ェノールＡを用いたポリアリレートシート（ＰＡＲ（Ａ）；ユニチカ社製；Ｕポリマー、
厚さ：２００μｍ）を用いた以外は参考例１と同様にして成型加工用シート１３を作製し
た。
【０１９７】
　この成型加工用シート１３の表面抵抗値は、機能性層面で７．６×１０10Ω／□、画像
受像層面で９．８０×１０10Ω／□であった。この成型加工用シートをＡ４サイズにカッ
トして、参考例９と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
　また、抗菌性の評価においては、抗菌製品技術協会のフィルム密着法によって、大腸菌
と黄色ブドウ球菌について評価した。結果を表２にまとめて示した。表２からわかるよう
に、２４時間後の生菌数が極めて少なく、抗菌性の効果が十分発揮されていることがわか
る。
【０１９８】
（実施例１１）
＜画像受像層塗工液Ｂ－３の調製＞
　ポリエステル樹脂（綜研化学社製：サーモラックＦ－１、固形分３０質量％）２５部、
マット剤（兼フィラー）として架橋型メタクリル酸エステル共重合物微粒子（綜研化学社
製：ＭＸ－１０００、体積平均粒子径：１０μｍ）を０．１部、界面活性剤（日本油脂社
製：エレガン２６４ＷＡＸ）０．６部、銀を担持したリン酸ジルコニウム系無機抗菌剤（
東亞合成社製：ノバロンＡＧ３００）０．０４部を、トルエン３０部とメチルエチルケト
ン９０部との混合溶媒中に添加して十分撹拌し、画像受像層塗工液Ｂ－３を調製した。
【０１９９】
＜成型加工用シート１４の製造、評価＞
　参考例４で用いたポリアリレートシートを基体として、画像受像層塗工液Ｂ－３を、基
体の両面にワイヤーバーを用いて塗工し、９０℃で１分間乾燥させ、膜厚２μｍの画像受
像層を形成して成型加工用シート１４を作製した。この成型加工用シート１４の表面抵抗
値は、７．８×１０9Ω／□であった。この成型加工用シート１４をＡ４サイズにカット
して使用した。
【０２００】
　成型加工用シート１４の評価は、片側の画像受像層表面に鏡像画像を印字して、参考例
１と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
　また、抗菌性の評価においては、参考例９と同様、抗菌製品技術協会のフィルム密着法
によって、大腸菌と黄色ブドウ球菌について評価した。結果を表２にまとめて示した。表
２からわかるように、２４時間後の生菌数が極めて少なく、抗菌性の効果が十分発揮され
ていることがわかる。
【０２０１】
（比較例４）
　ニ軸延伸ＰＥＴシート（東レ社製：ルミラー１８８Ｔ６０、厚さ１８８μｍ）からなる
基体の両面に、実施例１１で用いた画像受像層塗工液Ｂ－３をワイヤーバーを用いて塗工
し、９０℃で１分間乾燥させ、膜厚２．０μｍの画像受像層を形成して成型加工用シート
１５を作製した。
　この成型加工用シート１５の表面抵抗値は１．７×１０9Ω／□であった。これをＡ４
サイズにカットして使用した。
　成型加工用シート１５の評価は、片側の画像受像層表面に鏡像画像を印字して、参考例
１と同様の評価を行った。結果を表１にまとめて示した。
【０２０２】
―成型加工性―
　実施例１１で作製された鏡像が形成された成型加工用シート１４を用いて、画像面に、
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熱硬化性白インク（帝国インキ社製：ＦＯＭ―６１１）を塗工し、６０℃で３０分乾燥さ
せ、厚さ５０μｍの保護層を設けることにより保護層付き成型加工用シート１４Ａを作成
した。
　この保護層付き成型加工用シート１４Ａをヒーターによって２２０℃に加熱し、所定の
成型型を用いて真空成型を行い、同時に、ポリエステル樹脂を凹部に注入し成型加工品１
４Ａを作製した。得られた成型加工品１４Ａは金型同様の形が得られ、さらに保護層の設
けられた面とは反対側の面から観察したところ、成型加工品には変色及びしわ等が発生し
ておらず、画像受像層に形成された画像の視認性に優れることがわかった。
　また、成型加工用シート１４の代わりに比較例４で作製された成型加工用シート１５を
用いて上記と同様にして成型加工品１５Ａを得た。しかし、成型加工品１５Ａは金型どお
りの十分な伸びが得られず、一部しわが発生して、さらに扁平な加工品となってしまった
。
【０２０３】
【表１】

【０２０４】
【表２】

【０２０５】
　表１に示すように、本発明の成型加工用シートは、優れた走行性、十分な定着性、一定
以上の画像濃度、耐光性を有している。
【図面の簡単な説明】
【０２０６】
【図１】本発明の成型加工用シートの一例を示す概略斜視図である。
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【符号の説明】
【０２０７】
　１０　基体
　２０　機能性層

【図１】
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